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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の最近５事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

回次 第95期 第96期 第97期 第98期 第99期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

正味収入保険料 

（対前期増減率） 

(百万円) 

(％) 

144,966 

(△1.73) 

149,067 

(2.83) 

149,422 

(0.24) 

144,962 

(△2.98) 

144,620 

(△0.24) 

経常利益又は経常損

失（△） 

（対前期増減率） 

(百万円) 

(％) 

△13,294 

(△270.07) 

4,849 

(－) 

8,819 

(81.85) 

5,254 

(△40.43) 

5,359 

(2.01) 

当期純利益又は当期

純損失（△） 

（対前期増減率） 

(百万円) 

(％) 

△11,581 

(△561.20) 

2,317 

(－) 

3,010 

(29.93) 

2,659 

(△11.65) 

2,943 

(10.68) 

正味損害率 (％) 58.51 53.89 53.88 63.37 59.05 

正味事業費率 (％) 39.49 35.40 35.14 35.88 36.50 

利息及び配当金収入 

（対前期増減率） 

(百万円) 

(％) 

7,851 

(△23.62) 

6,952 

(△11.45) 

6,398 

(△7.97) 

6,694 

(4.62) 

7,692 

(14.91) 

運用資産利回り 

（インカム利回り） 
(％) 1.71 1.64 1.57 1.70 1.94 

資産運用利回り 

（実現利回り） 
(％) △1.13 0.58 1.69 1.94 3.03 

持分法を適用した場

合の投資損益 
(百万円) － － － － － 

資本金 

（発行済株式総数） 

(百万円) 

(千株) 

15,634 

(189,157) 

15,634 

(189,157) 

15,634 

(189,157) 

15,635 

(189,159) 

20,389 

(212,696) 

純資産額 (百万円) 62,467 57,141 70,338 88,551 124,638 

総資産額 (百万円) 503,283 482,374 485,133 493,070 517,768 

１株当たり純資産額 (円) 330.24 321.88 441.76 473.57 592.31 

１株当たり配当額 

（うち１株当たり中

間配当額） 

(円) 

(円) 

7.00 

(－) 

7.00 

(－) 

7.00 

(－) 

7.00 

(－) 

8.00 

(－) 

１株当たり当期純利

益又は当期純損失

（△） 

(円) △60.11 12.56 17.76 16.79 15.64 

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益 
(円) － 10.33 14.23 14.83 － 

自己資本比率 (％) 12.41 11.85 14.50 17.96 24.07 

自己資本利益率 (％) △15.90 3.87 4.72 3.35 2.76 

株価収益率 (倍) － 17.99 20.55 24.72 35.81 

配当性向 (％) － 55.73 39.41 41.69 51.15 

営業活動による  

キャッシュ・フロー 
(百万円) △22,843 △1,135 5,457 △6,888 △4,683 

投資活動による  

キャッシュ・フロー 
(百万円) 11,898 △1,293 4,242 5,288 △2,478 

 



 （注）１ 正味損害率＝（正味支払保険金＋損害調査費）÷正味収入保険料 

２ 正味事業費率＝（諸手数料及び集金費＋保険引受に係る営業費及び一般管理費）÷正味収入保険料 

３ 運用資産利回り（インカム利回り）＝利息及び配当金収入÷平均運用額 

４ 資産運用利回り（実現利回り）＝資産運用損益÷平均運用額 

５ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、第95期において転換社債を発行しておりますが、１株当たり当期

純損失が計上されているため記載しておりません。また、第99期においては平成18年３月31日に転換社債が

償還となり、潜在株式がなくなったことから記載しておりません。 

６ 第96期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定

にあたっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期

純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

７ 第96期を除き、平均臨時雇用者数は、その総数が従業員数の100分の10未満であるため記載しておりませ

ん。 

８ 当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、最近５連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。 

回次 第95期 第96期 第97期 第98期 第99期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

財務活動による  

キャッシュ・フロー 
(百万円) △3,305 △3,904 △16,115 9,575 △1,576 

現金及び現金同等物

の期末残高 
(百万円) 60,132 53,787 47,382 55,416 46,709 

従業員数 

［外、平均臨時雇用者数] 
(人) 

2,487 

[－] 

2,261 

[248] 

2,350 

[－] 

2,493 

[－] 

2,662 

[－] 



２【沿革】 

明治41年６月 大日本水産会、日本帆船同盟会等の帆船関係者により東京に設立、商号を帝国帆船海上保険株式会

社と称す 

明治43年８月 東洋海上保険株式会社と改称 

大正14年10月 東洋海上火災保険株式会社と改称 

昭和17年４月 東明火災海上保険株式会社（明治40年７月東京に設立）を合併 

昭和18年７月 豊国火災保険株式会社（明治44年12月大阪に設立）と福寿火災保険株式会社（明治44年１月名古屋

に設立）の両社と合併し、現在の日新火災海上保険株式会社と改称 

昭和24年５月 東京証券取引所に株式を上場 

昭和45年４月 日新火災損害調査株式会社を設立 

昭和61年８月 香港に損害保険子会社エイエヌエフ・インシュアランス・カンパニー・リミテッドを設立 

昭和62年４月 ルクセンブルグ大公国ルクセンブルグ市に投資子会社ザ・ニッシン・ファイア・インベストメント

（ヨーロッパ）エス・エーを設立 

平成４年10月 英国領ケイマン諸島に投資子会社ザ・ニッシン・ファイア・インベストメント（ケイマン）リミテ

ッドを設立 

平成11年12月 新本社完成 

平成12年２月 英国領チャネル諸島ガーンジーに保険子会社ニッシン・インシュアランス・ガーンジー・ピーシー

シー・リミテッドを設立 

平成14年３月 ザ・ニッシン・ファイア・インベストメント（ヨーロッパ）エス・エーを清算 

ザ・ニッシン・ファイア・インベストメント（ケイマン）リミテッドを清算 

平成16年９月 エイエヌエフ・インシュアランス・カンパニー・リミテッド（ホンコン）を清算 

平成18年５月 当社と株式会社ミレアホールディングスは、平成18年9月30日付で株式交換により経営統合するこ

とに合意。同日付で、当社は同社の完全子会社となる予定 



３【事業の内容】 

 当社及び当社の関係会社において営まれている主な事業の内容と、各関係会社の当該事業における位置付けは、次

のとおりであります。 

＜事業の内容＞ 

(1）保険及び保険関連事業 

 各種損害保険の元受・再保険の引受業務及び保険金の支払業務等を営む部門で、関係会社はこのうち保険金支払

に係る損害調査業務及びリスクコンサルタント業務並びに海外での保険引受業務を行っております。 

(2）事務代行等関連事業 

 上記以外の各種業務を営む部門で、関係会社は物流関係のほか、各種事務代行業務を行っております。 



＜事業系統図＞ 

（注）１．各記号の意味は次のとおりであります。   ◎：その他の関係会社  ☆：非連結子会社 

   ２．平成18年3月末日現在、当社は東京海上日動火災保険株式会社から持ち株比率27.6％の出資を受けており

ます。同社は株式会社ミレアホールディングスの完全子会社でありますが、平成18年4月、両社間で会社

分割が行われたことに伴い、東京海上日動火災保険株式会社が保有しておりました当社株式は、株式会社

ミレアホールディングスに移転いたしました。 

   ３．日伸実業株式会社及びトークビルサービス株式会社の持分は100分の50以下でありますが、実質的に支配

しているため子会社としたものであります。 

  

４【関係会社の状況】 

 （注）１．株式会社ミレアホールディングス及び東京海上日動火災保険株式会社は有価証券報告書を提出しておりま

す。  

２．東京海上日動火災保険株式会社は、株式会社ミレアホールディングスの完全子会社であります。 

３．議決権の所有割合の（  ）内は、間接所有割合で内数であります。 

名称 住所 
資本金 

（百万円） 
主要な事業内容 

議決権の所有
割合又は被所
有割合（％） 

関係内容 

(その他の関係会社)

株式会社ミレアホー

ルディングス  

東京都千代田区  150,000 保険持株会社   

(被所有） 

28.1 

（28.1) 

  

東京海上日動火災保

険株式会社 
東京都千代田区  101,994 損害保険事業  

(被所有) 

28.1 

業務提携関係にあり

ます。役員の派遣２

名。  



５【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含むほか、嘱託、派遣

社員を含む。）であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３ 臨時従業員はその総数が従業員数の100分の10未満であるため記載しておりません。 

(2）労働組合の状況 

 提出会社には、全日本損害保険労働組合日新支部が組織（組合員数2,020人）されております。なお、労使間に

特記すべき事項はありません。 

  平成18年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

2,662 40.1 10.0 5,517,822 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当期のわが国経済は、活発な海外需要を背景に企業部門の生産活動が高水準で推移するなか、企業業績の回復が

民間消費に波及し、所得及び雇用環境が一段と改善するなど、内外需ともにバランスのとれた成長を続けました。

 損害保険業界におきましては、引き続き厳しい競争環境が続いておりますが、火災保険をはじめとした主力商品

の販売が好調に推移するなど、徐々にではありますが回復基調に転じてきております。 

  このような情勢のもと、当期の業績は次のとおりとなりました。 

 経常収益は前期に比べ109億円減少し、1,727億円となりました。一方、経常費用は、台風の被害に伴う損害保険

金支払いが減少した影響などにより保険引受費用が減少した結果、110億円減少し1,674億円となりました。経常損

益は前期と比べ、1億円増加し53億円の経常利益となりました。 

 また、特別損益は5億円の損失を計上し、法人税及び住民税ならびに法人税等調整額を控除した当期純利益は、

29億円となりました。 

 保険引受業務及び資産運用業務の概況は次のとおりです。 

① 保険引受業務 

 保険引受収益は前期に比べ145億円減少し、1,623億円となりました。一方、保険引受費用は前期に比べ112億

円減少し、1,372億円となりました。その結果、保険引受に係る営業費及び一般管理費等を加味した保険引受利

益は、マイナス24億円となりました。 

② 資産運用業務 

 資産運用収益は、前期に比べ38億円増加し、98億円となりました。一方、資産運用費用は、前期に比べ5億円

減少し、11億円となりました。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当期におけるキャッシュ・フローにつきましては、以下のとおりとなりました。営業活動によるキャッシュ・フ

ローは、台風等自然災害が大幅に減少したことにより改善し、前期の68億円の支出から46億円の支出となりまし

た。また、投資活動によるキャッシュ・フローは、貸付による支出の増加等に伴い前期に比べ77億円減少し24億円

の支出となっています。一方、財務活動によるキャッシュ・フローにおいては、自己株式の売却による収入が138

億円から0億円に減少したこと等により前期に比べ111億円減少の15億円の支出となりました。この結果、当期末の

現金及び現金同等物は、前期に比べ87億円減少し467億円となりました。 



２【保険引受及び資産運用の状況】 

(1）保険引受利益 

 （注）１ 営業費及び一般管理費は、損益計算書における営業費及び一般管理費のうち保険引受に係る金額でありま

す。 

２ その他収支は、自動車損害賠償責任保険等に係る法人税相当額などであります。 

(2）保険料及び保険金一覧表 

区分 

第98期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

（百万円） 

第99期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

（百万円） 

対前期増減（△）額 

（百万円） 

保険引受収益 176,961 162,385 △14,576 

保険引受費用 148,499 137,295 △11,204 

営業費及び一般管理費 26,361 27,408 1,046 

その他収支 △306 △178 128 

保険引受利益 1,793 △2,496 △4,290 

 種目 
正味収入保
険料 
（百万円） 

構成比 

（％） 

対前期増減
（△）率 
（％） 

正味支払保
険金 
（百万円） 

構成比 

（％） 

正味損害率 

（％） 

第98期 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

火災 22,684 15.65 △10.05 16,690 19.75 76.31 

海上 1,046 0.72 0.16 490 0.58 50.19 

傷害 11,229 7.74 △1.69 4,520 5.35 44.31 

自動車 76,986 53.11 △2.12 44,185 52.27 63.14 

自動車損害

賠償責任 
22,522 15.54 1.70 12,250 14.49 60.06 

その他 10,493 7.24 △4.03 6,392 7.56 65.85 

計 144,962 100.00 △2.98 84,529 100.00 63.37 

第99期 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

火災 24,689 17.07 8.84 10,068 12.89 42.72 

海上 1,004 0.69 △4.05 562 0.72 59.45 

傷害 10,931 7.56 △2.65 4,344 5.56 43.83 

自動車 76,015 52.56 △1.26 44,125 56.48 63.99 

自動車損害

賠償責任 
22,320 15.44 △0.90 14,207 18.18 69.40 

その他 9,658 6.68 △7.96 4,818 6.17 55.15 

計 144,620 100.00 △0.24 78,126 100.00 59.05 



(3）元受正味保険料（含む収入積立保険料） 

 （注） 元受正味保険料（含む収入積立保険料）とは、元受保険料から元受解約返戻金及び元受その他返戻金を控除し

たものをいいます。（積立型保険の積立保険料を含みます。） 

(4）運用資産 

 種目 
金額 

（百万円） 
構成比 
（％） 

対前期増減
（△）率（％） 

第98期 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

火災 31,203 18.53 2.20 

海上 948 0.56 1.66 

傷害 23,490 13.95 △0.30 

自動車 77,418 45.98 △2.13 

自動車損害賠償責任 24,306 14.44 1.64 

その他 11,013 6.54 △3.79 

計 168,381 100.00 △0.65 

（うち収入積立保険料） (16,311) (9.69) (△0.68) 

第99期 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

火災 31,832 19.37 2.02 

海上 897 0.55 △5.39 

傷害 21,448 13.05 △8.69 

自動車 76,433 46.51 △1.27 

自動車損害賠償責任 23,527 14.32 △3.21 

その他 10,183 6.20 △7.54 

計 164,322 100.00 △2.41 

（うち収入積立保険料） (13,599) (8.28) (△16.63) 

区分 

第98期 
（平成17年３月31日現在） 

第99期 
（平成18年３月31日現在） 

金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％） 

預貯金 58,107 11.79 52,220 10.09 

買入金銭債権 12,561 2.55 5,950 1.15 

有価証券 276,959 56.17 307,669 59.42 

貸付金 47,158 9.56 64,666 12.49 

土地・建物 36,692 7.44 36,242 7.00 

運用資産計 431,478 87.51 466,750 90.15 

総資産 493,070 100.00 517,768 100.00 



(5）有価証券 

(6）利回り 

① 運用資産利回り（インカム利回り） 

 （注）１ 収入金額は、損益計算書における「利息及び配当金収入」の金額であります。     

２ 平均運用額は原則として各月末残高（取得原価又は償却原価）の平均に基づいて算出しております。ただ

し、買入金銭債権については日々の残高（取得原価又は償却原価）の平均に基づいて算出しております。 

区分 

第98期 
（平成17年３月31日現在） 

第99期 
（平成18年３月31日現在） 

金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％） 

国債 20,581 7.43 21,096 6.86 

地方債 1,455 0.52 1,107 0.36 

社債 49,191 17.76 50,954 16.56 

株式 93,962 33.93 132,516 43.07 

外国証券 87,010 31.42 76,290 24.80 

その他の証券 24,758 8.94 25,704 8.35 

合計 276,959 100.00 307,669 100.00 

区分 

第98期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第99期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

収入金額 
（百万円） 

平均運用額 
（百万円） 

年利回り 
（％） 

収入金額 
（百万円） 

平均運用額 
（百万円） 

年利回り 
（％） 

預貯金 54 53,230 0.10 64 54,234 0.12 

買入金銭債権 40 8,554 0.47 33 7,271 0.46 

有価証券 5,462 251,012 2.18 6,295 238,496 2.64 

貸付金 637 37,981 1.68 878 56,404 1.56 

土地・建物 402 37,392 1.08 335 36,703 0.91 

小計 6,597 388,171 1.70 7,606 393,111 1.94 

その他 96 － － 85 － － 

合計 6,694 － － 7,692 － － 



② 資産運用利回り（実現利回り） 

 （注）１ 資産運用損益（実現ベース）は、損益計算書における「資産運用収益」及び「積立保険料等運用益」の合計

額から「資産運用費用」を控除した金額であります。 

２ 平均運用額（取得原価ベース）は原則として各月末残高（取得原価又は償却原価）の平均に基づいて算出し

ております。ただし、買入金銭債権については日々の残高（取得原価又は償却原価）の平均に基づいて算出

しております。 

３ 資産運用利回り（実現利回り）にその他有価証券の評価差額等を加味した時価ベースの利回り（時価総合利

回り）は以下のとおりであります。 

なお、資産運用損益等（時価ベース）は、資産運用損益（実現ベース）にその他有価証券に係る評価差額

（税効果控除前の金額による）の当期増加額及び繰延ヘッジ損益の当期増加額を加算した金額であります。

また、平均運用額（時価ベース）は、平均運用額（取得原価ベース）にその他有価証券に係る前期末評価差

額（税効果控除前の金額による）等を加算した金額であります。 

区分 

第98期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第99期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

資産運用損益
（実現ベー
ス） 
（百万円） 

平均運用額
（取得原価ベ
ース） 
（百万円） 

年利回り 

（％） 

資産運用損益
（実現ベー
ス） 
（百万円） 

平均運用額
（取得原価ベ
ース） 
（百万円） 

年利回り 

（％） 

預貯金 116 53,230 0.22 105 54,234 0.19 

買入金銭債権 40 8,554 0.47 33 7,271 0.46 

有価証券 6,396 251,012 2.55 10,130 238,496 4.25 

貸付金 671 37,981 1.77 952 56,404 1.69 

土地・建物 402 37,392 1.08 335 36,703 0.91 

金融派生商品 △188 － － 285 － － 

その他 92 － － 74 － － 

合計 7,530 388,171 1.94 11,917 393,111 3.03 

区分 

第98期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第99期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

資産運用損益
等（時価ベー
ス） 
（百万円） 

平均運用額
（時価ベー
ス） 
（百万円） 

年利回り 

（％） 

資産運用損益
等（時価ベー
ス） 
（百万円） 

平均運用額
（時価ベー
ス） 
（百万円） 

年利回り 

（％） 

預貯金 116 53,230 0.22 105 54,234 0.19 

買入金銭債権 40 8,554 0.47 33 7,271 0.46 

有価証券 15,769 281,961 5.59 49,294 278,873 17.68 

貸付金 671 37,981 1.77 952 56,404 1.69 

土地・建物 402 37,392 1.08 335 36,703 0.91 

金融派生商品 △1,544 － － 287 － － 

その他 92 － － 74 － － 

合計 15,547 419,120 3.71 51,083 433,487 11.78 



(7）海外投融資 

（注）１ 「海外投融資利回り」のうち「運用資産利回り（インカム利回り）」は、海外投融資に係る資産につい

て、「(6）利回り ① 運用資産利回り（インカム利回り）」と同様の方法により算出したものであり

ます。 

   ２ 「海外投融資利回り」のうち「資産運用利回り（実現利回り）」は、海外投融資に係る資産について、

「(6）利回り ② 資産運用利回り（実現利回り）」と同様の方法により算出したものであります。 

   なお、海外投融資に係る時価総合利回りは前期2.29％、当期3.60％であります。 

   ３ 前期の外貨建「その他」の主なものは、外国投資信託（外国証券）6,516百万円であり、円貨建「その

他」の主なものは、外国投資信託（外国証券）23,046百万円であります。 

   当期の外貨建「その他」の主なものは、外国投資信託（外国証券）2,315百万円であり、円貨建「その

他」の主なものは、外国投資信託（外国証券）31,281百万円であります。 

区分 

第98期 
（平成17年３月31日現在） 

第99期 
（平成18年３月31日現在） 

金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％） 

外貨建     

外国公社債 26,981 30.57 19,834 25.48 

外国株式 - - - - 

その他 7,236 8.20 3,372 4.33 

計 34,218 38.77 23,207 29.81 

円貨建     

非居住者貸付 525 0.59 500 0.64 

外国公社債 26,465 29.99 19,359 24.87 

その他 27,046 30.65 34,781 44.68 

計 54,037 61.23 54,640 70.19 

合計 88,255 100.00 77,848 100.00 

海外投融資利回り   

運用資産利回り 

（インカム利回り） 
2.96％ 3.67％ 

資産運用利回り 

（実現利回り） 
1.84％ 4.20％ 



(8）ソルベンシー・マージン比率 

 （注） 上記の金額及び数値は、保険業法施行規則第86条及び第87条並びに平成８年大蔵省告示第50号の規定に基づい

て算出しております。 

なお、当期から保険業法施行規則等の改正によりソルベンシー・マージン比率の算出方法が変更されておりま

す。このため、前期と当期の数値はそれぞれ異なる基準によって算出されております。 

＜ソルベンシー・マージン比率＞ 

・損害保険会社は、保険事故発生の際の保険金支払や積立保険の満期返戻金支払等に備えて準備金を積み立ててお

りますが、巨大災害の発生や、損害保険会社が保有する資産の大幅な価格下落等、通常の予測を超える危険が発

生した場合でも、十分な支払能力を保持しておく必要があります。 

・こうした「通常の予測を超える危険」を示す「リスクの合計額」（上表の(Ｂ)）に対する「損害保険会社が保有

している資本・準備金等の支払余力」（すなわちソルベンシー・マージン総額：上表の(Ａ)）の割合を示す指標

として、保険業法等に基づき計算されたのが、「ソルベンシー・マージン比率」（上表の(Ｃ)）であります。 

   
第98期 

（平成17年３月31日現在）
（百万円） 

第99期 
（平成18年３月31日現在）

（百万円） 

（Ａ） ソルベンシー・マージン総額  177,496 226,596 

 
資本の部合計（社外流出予定額、繰延資産及びその他

有価証券評価差額金を除く） 
61,424 72,150 

 価格変動準備金 2,876 3,272 

 異常危険準備金 61,881 64,310 

 一般貸倒引当金 174 232 

 その他有価証券の評価差額（税効果控除前） 36,420 71,667 

 土地の含み損益 △2,126 △2,371 

 負債性資本調達手段等 － － 

 控除項目 － － 

 その他 16,845 17,333 

（Ｂ） リスクの合計額 
 31,955 40,017 

 

 一般保険リスク(R1) 7,710 7,744 

 予定利率リスク(R2) 187 180 

 資産運用リスク(R3) 14,150 18,188 

 経営管理リスク(R4) 739 905 

 巨大災害リスク(R5) 14,935 19,177 

（Ｃ） ソルベンシー・マージン比率 

[(Ａ)/｛(Ｂ)×1/2｝]×100 
 1,110.9％ 1,132.5％ 



・「通常の予測を超える危険」とは、次に示す各種の危険の総額をいいます。 

・「損害保険会社が保有している資本・準備金等の支払余力」（ソルベンシー・マージン総額）とは、損害保険会

社の資本、諸準備金（価格変動準備金・異常危険準備金等）、土地の含み損益の一部等の総額であります。 

・ソルベンシー・マージン比率は、行政当局が保険会社を監督する際に活用する客観的な判断指標のひとつであり

ますが、その数値が200％以上であれば「保険金等の支払能力の充実の状況が適当である」とされております。 

① 保険引受上の危険 

（一般保険リスク） 

：保険事故の発生率等が通常の予測を超えることにより発生し得る危険（巨大災害

に係る危険を除く） 

② 予定利率上の危険 

（予定利率リスク） 

：積立保険について、実際の運用利回りが保険料算出時に予定した利回りを下回る

ことにより発生し得る危険 

③ 資産運用上の危険 

（資産運用リスク） 

：保有する有価証券等の資産の価格が通常の予測を超えて変動することにより発生

し得る危険等 

④ 経営管理上の危険 

（経営管理リスク） 

：業務の運営上通常の予測を超えて発生し得る危険で上記①～③及び⑤以外のもの

⑤ 巨大災害に係る危険 

（巨大災害リスク） 

：通常の予測を超える巨大災害（関東大震災や伊勢湾台風相当）により発生し得る

危険 



３【対処すべき課題】 

 当社は、お客さまの視点ですべての業務の見直しを実践し、リテール市場におけるお客さまのより強い支持を獲得

するとともに、強固な財務基盤の構築に向けて平成17年度から3ヵ年の中期経営計画をスタートいたしました。 

 第2期リテール戦略を当計画の中核に据え、「お客さまの信頼を勝ち得る販売網の確立」、「お客さまにわかりや

すく納得のいく商品の提供」、「事故の際のお客さまへのより一層の安心の提供」、「お客さまやマーケットを踏ま

えた組織運営の確立」という各課題を引き続き強力に推進することで、お客さま本位の新たなビジネスモデルを確立

し継続的に改善していくことで、リテール市場における当社の存在感と成長力の確保を目指してまいります。 

 また、更なる内部統制の充実・強化に向けて、コンプライアンス推進態勢、総合リスク管理態勢の強化、財務報告

の信頼性の確保、業務の厳正化に取り組むとともに、リテール戦略を支えるインフラ強化のため、人材の育成、業務

インフラの革新、収支管理の強化、資産運用力の強化、ＣＳＲの遂行などの課題に取り組みます。 

  先般、当社は、「基本となる保険金をお支払する際に合わせてお支払することができる付随的な保険金の支払漏

れ」に関して、保険業法に基づく行政処分（業務改善命令）を受けました。お客さま及び関係者の皆さまにご迷惑を

おかけいたしましたことを深くお詫び申し上げます。当社では今回の処分を厳粛に受け止め、全役職員一丸となって

再発防止に取り組み、お客さま及び関係者の皆さまの信頼を一刻も早く回復するよう努力してまいります。 

  なお、当社と株式会社ミレアホールディングスは、平成18年5月19日に、平成18年9月30日付で、株式交換（交換比

率は、当社普通株式1株につき同社の普通株式0.126株（注）を割当て交付）により経営統合することについて合意

し、平成18年6月28日開催の当社第99期定時株主総会において承認されました。これに伴い、当社は平成18年9月30日

付で同社の完全子会社となります。 

  この経営統合は、株式会社ミレアホールディングスの持株会社機能を活かしつつ、当社と東京海上日動火災保険株

式会社が、引き続きそれぞれが独立した損害保険会社として相互補完により持続的な成長と収益拡大を図るためのも

のです。当社は、ミレアグループのなかで主にリテール分野を担う保険会社として、従来からのリテール戦略を引き

続き推進してまいります。さらに今後はミレアグループ各社の協力も得ながら、お客さまからの支持拡大を図り、持

続的成長を実現してまいります。 

（注）交換比率は、株式交換期日と同日に予定されている株式会社ミレアホールディングスの普通株式の株式分割

（普通株式1株を500株に分割）が実施されることを前提とした比率であります。 



４【事業等のリスク】 

 当社に関するリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考えられる主な事項を記載して

おります。当社は、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める所存

であります。 

 なお、当該事項は有価証券報告書提出日現在において判断したものであります。 

１．経済情勢や社会情勢の変化に係るリスク 

 当社の事業活動は主として国内市場に立脚しており、今後の国内における景気動向を中心とした経済情勢や社会

情勢の動向などが当社の事業、業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

 また、日本の金融市場では自由化の進行により、新規参入や業界再編を含め業際を超えた競争が展開しておりま

す。このため、当社は独自のリテール戦略を打出し競争優位性の確立に努めておりますが、更なる競争の激化、規

制緩和、制度変更など事業環境の大きな変化が当社の事業、業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

２．保険引受に係るリスク 

 保険引受に係るリスクとして、物価の高騰や保険事故の多発などにより保険料設定時に予測した保険金と実際の

保険金が大きく異なること、あるいは地震・台風などの巨大自然災害により多額の保険金が発生することなどが想

定されます。このため、当社では保険料率の事後検証、適正な引受管理に努め、再保険によるリスク分散を図ると

ともに、異常危険準備金を中心とした内部留保の充実により担保力の強化を重点的に進めております。 

 しかしながら、想定をはるかに超える規模や頻度で事故や災害が発生した場合や、再保険会社の支払不能等によ

る再保険金の回収不能が発生した場合、また、再保険市場の縮小により十分な再保険カバーが確保できない状況が

生じた場合には当社の事業、業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

３．資産運用に係るリスク 

 資産運用に係るリスクとして、金利・為替・株価などの変動にともない、保有する運用資産の価値が下落する市

場関連リスク、与信先の倒産などにともない貸付金・債券などの元利金の回収が困難になる信用リスク、不動産収

益の減少や不動産価格自体が減少する不動産投資リスク、積立型保険の運用において予定した資産運用利回りが確

保できない予定利率リスクが想定されます。当社では、バリュー・アット・リスク等の指標によりリスク量を把握

し、リスク・リターンの最適化を目指した運用資産ポートフォリオの構築、与信額の制限による与信集中の回避、

資産・負債の総合管理などによりこれらリスクの軽減・防止に努めておりますが、株式相場や金利の大幅な変動な

どが当社の事業、業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

４．業務処理に係るリスク 

    業務処理に係るリスクとして、不適切な事務処理、事故・不正により正常な事務処理が行えないことなどによる

  事務処理上のリスク、コンピュータシステムのダウン・誤作動、コンピュータの不正使用、災害によるコンピュー

  タの破損などによるシステム上のリスクなど多様なリスクが想定されます。 

    このため、当社として内部管理の強化やコンピュータシステムのバックアップ体制の構築等によりリスクの防  

  止・軽減に努めておりますが、これらの事態が発生した場合には当社の事業、業績及び財政状態に影響を及ぼす可

  能性があります。 

５．流動性に係るリスク 

 流動性に係るリスクとして、台風・地震等の巨大自然災害の発生に伴う支払保険金の増加により資金繰りが悪化

することや、市場の混乱等により通常よりも著しく不利な条件での資金調達や資産売却を余儀なくされることによ

り損失を被る可能性があります。 

 このため、当社では、保険金支払に十分な流動性資産と多様な資金調達手段の確保に努めておりますが、想定を

超えた流動性危機が発生した場合、当社の事業、業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

６．法令違反や法的紛争に係るリスク 

 法令違反や法的紛争に係るリスクとして、お客さまの情報を漏洩させることやその他重大な法令違反を起こすこ

と等により、お客さまの信頼を失うこと、法的紛争に発展すること、巨額な賠償金を支払うこと、行政処分を受け

ること等が想定されます。また、これらの原因により社会的信用低下を招くといった風評上のリスクを被ることも

想定されます。 

 このため、当社はコンプライアンス態勢・危機管理態勢を整備すること等で、これらのリスクの防止・軽減に努

めておりますが、これらの事態が発生した場合、当社の事業、業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性がありま

す。 



５【経営上の重要な契約等】 

 当社は、株式会社ミレアホールディングスと平成18年５月19日に、平成18年９月30日付で株式交換を行う株式交換

契約書を取り交わしました。当該株式交換契約書は、平成18年６月28日開催の当社第99期定時株主総会において承認

されました。なお、株式会社ミレアホールディングスとの株式交換に関する詳細は、「第５ 経理の状況 財務諸表

等（１）財務諸表 注記事項（重要な後発事象）」に記載のとおりであります。 

 また、株式会社ミレアホールディングスの完全子会社である東京海上日動火災保険株式会社との業務提携契約に基

づき、当社がリテール市場分野で確固たる基盤を確保するために業務面の支援を受けているほか、商品、販売、サー

ビス、事務、システム等を中心に、情報、ノウハウの交換、営業拠点間での共同取組みを進めております。 

 富国生命保険相互会社とは、平成８年７月に業務提携を行い、販売チャネルの相互紹介や当社の損害保険募集代理

店として営業社員を通じた当社損害保険商品の募集・販売などを進めております。 

６【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

当期の財政状態及び経営成績の分析は、以下のとおりであります。なお、本項において記載した予想、見通しなど

将来に関する事項は有価証券報告書提出日現在において判断したものであり、不確実性を内在しており将来の実際の

結果とは異なる可能性があります。 

(1）重要な会計方針及び見積り 

当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている企業会計の基準に準拠して作成しており

ます。その作成には、経営者による会計方針の選択・適用、資産・負債及び収益・費用の開示に影響を与える見

積りを必要といたします。経営者は、これらの見積りについて過去の実績等を勘案し合理的に判断しております

が、見積り特有の不確実性から実際の結果はこれらの見積りと異なる場合があります。当社では、特に次の事項

が財務諸表において大きな影響を及ぼすものと考えております。 

① 有価証券の減損 

 保有している有価証券は、市場における価格変動リスクを有しており、時価の下落が著しく、回復する可能性

がないと判断される場合は、合理的な基準に基づいて減損処理を行っております。将来、市場環境が大幅に悪化

した場合には、減損処理を行う可能性があります。 

② 固定資産の減損  

 資産の収益性の低下により投資額の回収が見込めなくなった状態にある場合、一定の条件の下で回収可能性を

反映させるように帳簿価額を減額する会計処理を行っております。対象となる資産および資産グループの回収可

能価額は正味売却価額（資産および資産グループの売却予定額または不動産鑑定士による鑑定評価額から処分費

用見込額を控除した額）と使用価値（資産および資産グループの継続的使用と使用後の処分によって生ずると見

込まれる将来キャッシュ・フローの現在価値）のいずれか高い価額としております。将来、不動産取引相場や賃

料相場等が悪化した場合には減損処理を行う可能性があります。  

③ 貸倒引当金 

 貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、資産の自己査定に基づき回収不能と判断された見積額を貸

倒引当金として計上しております。債務者の財務状況が変化した場合には、当初の必要見積額から変動する可能

性があります。 

④ 支払備金 

 保険契約に基づいて支払義務が発生した、あるいは発生したと認められる保険金等について、未払金を見積

り、支払備金として積立てております。今後、物価の動向や裁判の判例、見積りに影響する新たな事実の発生な

どによって、支払備金の計上額が当初の必要見積額から変動する可能性があります。 

⑤ 退職給付債務等 

 退職給付債務及び費用は、割引率、将来の退職率や年金資産の期待運用収益率などの前提条件に基づいて算出

しております。このため、実際の結果が前提条件と異なる場合や前提条件の変更が行われた場合には、将来の退

職給付債務及び費用が変動する可能性があります。 

(2）経営成績の分析 

当期のわが国経済は、活発な海外需要を背景に企業部門の生産活動が高水準で推移するなか、企業業績の回復

が民間消費に波及し、所得及び雇用環境が一段と改善するなど、内外需ともにバランスのとれた成長を続けまし

た。 

損害保険業界におきましては、引き続き厳しい競争環境が続いておりますが、火災保険をはじめとした主力商

品の販売が好調に推移するなど、徐々にではありますが回復基調に転じてきております。 

このような情勢のもと、当期の業績は次のとおりとなりました。 

経常収益は前期に比べ109億円減少し、1,727億円となりました。一方、経常費用は、台風の被害に伴う損害保

険金支払いが減少した影響などにより保険引受費用が減少した結果、110億円減少し1,674億円となりました。経

常損益は前期と比べ、1億円増加し53億円の経常利益となりました。 

また、特別損益は5億円の損失を計上し、法人税及び住民税ならびに法人税等調整額を控除した当期純利益

は、29億円となりました。 



① 保険の引受 

 保険引受収益1,623億円のうち正味収入保険料につきましては、専業代理店、兼業代理店を中心とした募集チ

ャネルの開発を推進したことなどにより、火災保険の増収につながりましたが、自動車損害賠償責任保険及び自

動車保険の料率改定による減収などにより元受保険料が伸び悩んだ結果、全種目合計の正味収入保険料は1,446

億円と、前期に比べ3億円、0.2％と僅かですが減収となりました。 

 また、保険引受費用1,372億円のうち正味支払保険金につきましては、全種目合計で781億円と前期に比べ64億

円の減少となり、正味損害率は4.4ポイント低下し、59.0％となりました。保険引受に係る営業費及び一般管理

費につきましては、当期にスタートいたしました中期経営計画推進のためのＩＴ関連投資を実施したこともあ

り、274億円と10億円増加いたしました。一方、諸手数料及び集金費は2億円減少いたしました。その結果、正味

事業費率は0.6ポイント上昇し、36.5％となりました。 

 これらに収入積立保険料、満期返戻金、支払備金繰入額及び責任準備金繰入額などを加減した保険引受利益

は、前期の17億円からマイナス24億円に減少いたしました。 

（注）１ 正味収入保険料とは、元受及び受再契約の収入保険料から出再契約の再保険料を控除したものをいい

ます。 

２ 正味支払保険金とは、元受及び受再契約の支払保険金から出再契約による回収再保険金を控除したも

のをいいます。 

保険引受関連主要指標 

 上表のとおり、正味損害率は改善しておりますが、台風等自然災害の影響が前期に比べて減少したことによる

ものです。 

 保険種目別の概況は次のとおりです。 

  火災保険 

正味収入保険料は246億円となり、20億円、8.8％の増収となりました。正味損害率は42.7％となり、

33.6ポイント低下いたしました。 

  海上保険 

正味収入保険料は10億円となり、4.1％の減収となりました。正味損害率は59.5％となり、9.3ポイント

上昇いたしました。 

  傷害保険 

正味収入保険料は109億円となり、2億円、2.7％の減収となりました。正味損害率は43.8％となり、0.5

ポイント低下いたしました。 

  自動車保険 

正味収入保険料は760億円となり、9億円、1.3％の減収となりました。正味損害率は64.0％となり、0.9

ポイント上昇いたしました。 

  自動車損害賠償責任保険 

正味収入保険料は223億円となり、2億円、0.9％の減収となりました。正味損害率は69.4％となり、9.3

ポイント上昇いたしました。 

  その他の保険 

賠償責任保険、動産総合保険、労働者災害補償責任保険、運送保険等が主なものでありますが、正味収

入保険料は96億円となり、8億円、8.0％の減収となりました。正味損害率は55.2％となり、10.7ポイント

低下いたしました。 

主要指標 
第98期 

（平成17年３月31日） 

第99期 

（平成18年３月31日） 
比較増減 

正味増収率 △3.0％ △0.2％ 2.8％ 

正味損害率 63.4％ 59.0％   △4.4％ 

正味事業費率 35.9％ 36.5％ 0.6％ 



② 資産の運用 

 資産運用につきましては、安全性、収益性及び流動性に留意しつつリスク管理の面でも徹底を図り、安定的な

運用収益の確保に努め、利息及び配当金収入は、前期に比べ14.9％、9億円増加し76億円となりました。これに

有価証券売却益、積立保険料等運用益振替などを加減した資産運用収益は、38億円増加し98億円となりました。

一方、資産運用費用は、有価証券売却損及び有価証券償還損等が減少したことなどから11億円となり、前期に比

べ5億円の減少となりました。資産運用による利回りにつきましては、運用資産利回り（インカム利回り）が

1.94％と前期に比べ0.24ポイント上昇しました。また、資産運用利回り（実現利回り）は有価証券売却益の増加

を受けて3.03％と前期に比べ1.09ポイント上昇しております。 

(3）財政状況の分析 

① 総資産 

 当期末の総資産は5,177億円、運用資産は4,667億円と前期末に比べそれぞれ5.0%の増加、8.2％の増加となり

ました。運用資産の主な内訳としては、有価証券が3,076億円、貸付金が646億円、預貯金が522億円となってお

ります。 

 有価証券は、前期末に比べ307億円の増加となりました。このうち国内株式は、株価の上昇を背景に含み益が

大幅に増加し、貸借対照表価額は385億円の増加となりました。 

 貸付金は、前期末に比べ175億円の増加となりました。当期も、前期に引き続き信用リスクに留意しつつシン

ジケートローンを中心とした融資を実行いたしました。 

 預貯金は、前期末に比べ58億円の減少となりました。 

② 資本の部 

 資本の部は前期末に比べ360億円増加し、1,246億円となりました。このうち、その他有価証券評価差額金は、

株価上昇を受け前期末に比べ249億円増加し、508億円となっております。また、当社発行の転換社債の株式転換

に伴い、資本金および資本剰余金が前期末に比べ各々47億円増加しております。なお、当該転換社債において株

式転換されなかった2億円は平成18年3月31日に償還されております。 

③ 負債の部 

 負債の部中、3,308億円が責任準備金であります。責任準備金のうち、異常危険準備金は異常災害損失に備え

て積立てているものです。火災保険の異常危険準備金については、当期より保険業法施行規則が改正され大規模

自然災害リスクに備えて計画的に積立を行うこととなっております。導入初年度における当期末では、火災保険

の異常危険準備金残高は前期に比べ15億円増加し235億円となっております。なお、その他の種目を加えた異常

危険準備金の残高は前期に比べ19億円増加し540億円となっております。 

 また、株式等の価格変動による損失のリスクに備えるため、保険業法第115条の規定に基づき価格変動準備金

を積立てております。当期末における価格変動準備金の残高は前期に比べ3億円増加し、32億円となりました。 

 

第98期 

（平成17年３月31日） 

第99期 

（平成18年３月31日） 
比較増減 

総資産（百万円） 493,070 517,768 24,698 

運用資産（百万円） 431,478 466,750 35,271 

（有価証券）（百万円） 276,959 307,669 30,710 

（（うち株式）） 93,962 132,516 38,554 

（（うち株式以外）） 182,996 175,152 △7,843 

（預貯金）（百万円） 58,107 52,220 △5,886 

（貸付金）（百万円） 47,158 64,666 17,508 



④ 有価証券含み益 

 株価の安定を反映し、その他有価証券で時価のあるものの時価と帳簿価額との差額（いわゆる含み損益）は、

前期末に比べ391億円増加し、796億円となりました。 

⑤ リスク管理債権 

 リスク管理債権額は2億円となり、前期末に比べ2億円の減少となっております。貸付金残高に占める割合は

0.4％と前期末から大幅に低下しており、いわゆる不良債権比率は極めて低い水準にとどまっております。 

⑥ ソルベンシー・マージン比率 

 保険会社の経営の健全性を測るうえで重要な判断指標であり、支払能力を示す指標としてのソルベンシー・マ

ージン比率は、前期末の1,110.9％から当期末は1,132.5％と21.6ポイント上昇し、引き続き健全な水準を維持し

ております。当期は、有価証券含み益の増加と転換社債の株式転換による資本金及び資本剰余金の増加に伴い資

本の部が増加した結果、ソルベンシー・マージン総額が前期に比べ491億円増加しております。また、巨大災害

リスクの算出方法が変更されたことによるリスク量の増加と株価上昇に伴う当社保有株式の時価総額の増大によ

る資産運用リスクの増加があり、リスクの合計額が80億円増加しておりますが、ソルベンシー・マージン比率は

前期に引き続き上昇することとなっております。 

(4）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

① キャッシュ・フローの状況 

 当期におけるキャッシュ・フローにつきましては、以下のとおりとなりました。営業活動によるキャッシュ・

フローは、台風等自然災害が大幅に減少したことにより改善し、前期の68億円の支出から46億円の支出となりま

した。また、投資活動によるキャッシュ・フローは、貸付による支出の増加等に伴い前期に比べ77億円減少し24

億円の支出となっています。一方、財務活動によるキャッシュ・フローにおいては、自己株式の売却による収入

が138億円から0億円に減少したこと等により前期に比べ111億円減少の15億円の支出となりました。この結果、

当期末の現金及び現金同等物は、前期に比べ87億円減少し467億円となりました。 

② 資金の流動性について 

 将来の保険金等の支払に備えるため、資産運用にあたっては、資金の流動性に留意しております。運用資産は

預貯金及び流動性の高い有価証券の割合が高く、流動性は十分に確保しております。 

  
第98期 

（平成17年３月31日） 

第99期 

（平成18年３月31日） 
比較増減 

破綻先債権額  ①（百万円） 200 － △200 

延滞債権額   ②（百万円） 98 96 △2 

３ヶ月以上延滞債権額  

③（百万円）
－ － － 

貸付条件緩和債権額  

④（百万円）
188 176 △12 

リスク管理債権合計 

⑤＝①+②+③+④（百万円）
487 272 △214 

貸付金残高に占める割合 

  ⑥＝⑤/⑦×100（％）  
1.0％ 0.4％ △0.6％ 

貸付金残高   ⑦（百万円） 47,158 64,666 17,508 



(5）今後の方針について 

 今後のわが国経済の見通しにつきましては、引き続き海外経済や原油価格の動向などに不安材料があるもの

の、個人消費や設備投資といった民間需要を中心に着実に回復を続けていくものと思われます。 

  損害保険業界におきましては、商品やサービスをご利用するお客さまのより高い満足度の実現を目指し、今後

も更なる競争の激化が見込まれます。また、多発する自然災害に対応するための一層の担保力強化が求められて

います。 

  当社といたしましては、こうした時代に対処するため、平成17年度よりスタートした 3ヵ年の中期経営計画に

基づき、これまでの損害保険事業のあり方を真摯に見直し、第2期リテール戦略を引き続き強力に推進してまい

ります。「お客さまの信頼を勝ち得る販売網の確立」、「お客さまにわかりやすく納得のいく商品の提供」、

「事故の際のお客さまへのより一層の安心の提供」、「お客さまやマーケットを踏まえた組織運営の確立」とい

う各課題を推進することで、真にお客さま本位のビジネスモデルを確立し、そのビジネスモデルを継続的に改善

していくことで、リテール市場における当社の存在感と成長力の確保を目指してまいります。 

  なお、当社は、株式会社ミレアホールディングスとの平成18年9月30日の経営統合により、ミレアグループの

損害保険会社として新しいスタートを切ることになりますが、引き続き「お客さま本位」の経営理念を基軸に、

お客さまに最も身近で信頼されるリテール損害保険会社を目指し、役職員一同、一層の努力をしてまいる所存で

す。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当期の設備投資は、主として損害保険事業において、営業店舗の建物・設備等の維持改善を目的に実施しました。

このうち主なものは仙台ビル新築であり、その他のものを含め当期中の投資総額は17億9千万円でありました。 

２【主要な設備の状況】 

 当社における主要な設備は、以下のとおりであります。 

  平成18年３月31日現在

店名 
（所在地） 

所属出先機関 
（店） 

帳簿価額（百万円） 
従業員数 
（人） 土地 

（面積㎡） 
建物 動産 

本店 

（東京本社） 

東京営業第１部、東京営業第

２部、西東京統括営業部、東

関東統括営業部含む 

（東京都千代田区） 

18 
11,349 

(3,939) 
5,656 275 691 

さいたま本社 

埼玉統括営業部、北関東統括

営業部含む 

（さいたま市浦和区） 

8 
3,091 

(9,015) 
1,854 506 277 

神奈川統括営業部 

（横浜市中区） 
6 

0 

(234) 
356 48 137 

長野統括営業部 

（長野市） 
4 

87 

(947) 
110 8 49 

新潟統括営業部 

（新潟市） 
4 

203 

(1,041) 
69 14 50 

北海道統括営業部 

（札幌市中央区） 
9 

5 

(705) 
245 27 101 

東北事業本部 

（仙台市青葉区） 
26 

1,075 

(3,274) 
1,093 166 243 

静岡統括営業部 

（静岡市葵区） 
4 

4 

(170) 
148 27 88 

東海事業本部 

（名古屋市中区） 
12 

555 

(2,491) 
955 80 207 

北陸統括営業部 

（富山市） 
5 

65 

(1,026) 
411 15 79 

西日本事業本部 

（大阪市北区） 
33 

374 

(2,105) 
435 128 533 

九州事業部 

（福岡市博多区） 
15 

406 

(1,969) 
215 49 207 



 （注）１ 上記「店名」は、本部又は独立統括営業部ごとの区分によって記載し、「所属出先機関」以下の各計数は、

同一の本部又は統括営業部に属する支店、支社及び営業所等出先機関の合計を記載しております。 

海外駐在員事務所は本店の所属出先機関に含んでおります。 

２ 上記は全て営業用設備であります。 

３ 上記の他、主要な賃貸用設備として以下のものがあります。 

４ 上記の他、主要な社宅用・厚生用設備として以下のものがあります。 

５ 主要な設備のうちリース契約によるものについては該当ありません。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

平成18年３月31日現在の重要な設備の新設、除却等の計画について、記載すべき事項はありません。 

設備名 

帳簿価額（百万円） 

土地 
（面積㎡） 

建物 

 （面積㎡） 

名古屋ビル 

（名古屋市中区） 

1 

(337) 

470 

(2,921) 

武蔵野ビル 

（東京都武蔵野市） 

119 

(1,090) 

267 

(2,171) 

京都ビル 

（京都市下京区） 

0 

(293) 

36 

(2,032) 

設備名 

帳簿価額（百万円） 

土地 
（面積㎡） 

建物 

トークハイム日進 

（さいたま市北区） 

594 

(2,613) 
689 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

(注）「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨定款に定めております。 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 389,957,000 

計 389,957,000 

種類 
事業年度末現在発行数（株） 
（平成18年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年６月29日） 

上場証券取引所名 内容 

普通株式 212,696,546 212,696,546 
東京証券取引所市

場第１部 
－ 

計 212,696,546 212,696,546 － － 



(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注） １．旧「株式の消却の手続に関する商法の特例に関する法律」及び定款の定めに基づく、利益による自己株式

消却に伴う減少によるものであります。 

２．転換社債の株式転換による増加であります。 

(4）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式2,270,354株は、「個人その他」に2,270単元、「単元未満株式の状況」に354株含まれておりま

す。 

２．「その他の法人」の欄には証券保管振替機構名義の株式が、3単元含まれております。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（千株） 

発行済株式総
数残高 
（千株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高 
（百万円） 

平成13年４月１日 

～ 

平成14年３月31日 

（注１） 

△5,648 189,157 － 15,634 － 7,865 

平成16年４月１日 

～ 

平成17年３月31日 

（注２） 

2 189,159 0 15,635 0 7,865 

平成17年４月１日 

～ 

平成18年３月31日 

（注２） 

23,537 212,696 4,754 20,389 4,754 12,620 

  平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 
単元未満株

式の状況 

（株） 
政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の法

人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 69 20 220 90 4 7,197 7,600 － 

所有株式数（単元） － 131,513 811 11,720 32,511 9 34,341 210,905 1,791,546 

所有株式数の割合

（％） 
－ 62.36 0.38 5.56 15.41 0.00 16.29 100.0 － 



(5）【大株主の状況】 

 （注）１ 東京海上日動火災保険株式会社は、株式会社ミレアホールディングスの完全子会社であります。株式会社ミ

レアホールディングスと東京海上日動火災保険株式会社との会社分割契約により、平成18年４月、当社の株

式の所有者は株式会社ミレアホールディングスとなっております。 

    ２ 明治安田生命保険相互会社の株主名簿上の所有株式数は7,182千株であります。 

    ３ 当社は、モルガン・スタンレー証券会社から平成18年4月12日付で提出された大量保有報告書（変更報告

書）により、平成18年3月31日現在でモルガン・スタンレー証券準備株式会社及び共同保有者計７社が次の

とおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当事業年度末現在における実質所有株

式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

  平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％） 

東京海上日動火災保

険株式会社 
東京都千代田区丸の内一丁目２番１号 58,621 27.56 

富国生命保険相互会

社 

（常任代理人 資産

管理サービス信託銀

行株式会社） 

東京都千代田区内幸町二丁目２番２号 

（東京都中央区晴海一丁目８番12号） 
8,500 4.00 

株式会社北洋銀行 北海道札幌市中央区大通西三丁目11番 7,801 3.67 

日本トラスティ・サ

ービス信託銀行株式

会社（信託口） 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 7,798 3.67 

明治安田生命保険相

互会社 

（常任代理人 資産

管理サービス信託銀

行株式会社） 

東京都千代田区丸の内二丁目１番１号 

（東京都中央区晴海一丁目８番12号） 
7,181 3.38 

ゴールドマン・サッ

クス・インターナシ

ョナル 

（常任代理人 ゴー

ルドマン・サックス

証券会社東京支店） 

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB,U.K 

（東京都港区六本木六丁目10番１号） 
6,316 2.97 

株式会社静岡銀行 静岡県静岡市葵区呉服町一丁目10番地 6,303 2.96 

日本マスタートラス

ト信託銀行株式会社

（信託口） 

東京都港区浜松町二丁目11番３号 5,166 2.43 

日新火災社員持株会 東京都千代田区神田駿河台二丁目３番地 4,179 1.97 

ザチェースマンハッ

タンバンクエヌエイ

ロンドン 

（常任代理人 株式

会社みずほコーポレ

ート銀行兜町証券決

済業務室） 

WOOLGATE HOUSE,COLEMAN STREET LONDON EC2P 2HD,ENGLAND 

（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 
3,915 1.84 

計 － 115,783 54.44 



（注）１．発行済株式総数は、196,102,520株（平成18年2月28日現在）が使用されております。 

   ２．モルガン・スタンレー証券準備株式会社は平成18年3月31日にモルガン・スタンレー・ジャパン・リミテッド 

     より営業譲渡を受けております。また、平成18年4月1日にはモルガン・スタンレー証券準備株式会社から、モ

     ルガン・スタンレー証券株式会社へと名称変更しております。 

氏名又は名称 
所有株式数   

（千株） 

発行済株式総数に対する

所有株式数の割合（％）

 モルガン・スタンレー証券準備株式会社 399 0.20

 モルガン・スタンレー・アンド・カンパニー・インコーポレーテ 

 ッド 
814 0.42

 モルガン・スタンレー・アンド・カンパニー・インターナショナ 

 ル・リミテッド 
1,087 0.55

 エムエスディーダブリュ・エクイティー・ファイナンス・サービセ

 ズＩ（ケイマン）・リミテッド 
130 0.07

 エムエスディーダブリュ・エクイティー・ファイナンシング・サー

 ビセス（ルクス）エス・アー・エール・エル 
330 0.17

 モルガン・スタンレー・インベストメント・マネジメント・リミテ

 ッド 
2,873 1.47

 モルガン・スタンレー・アセット・マネジメント投信株式会社 334 0.17

 モルガン・スタンレー・インベストメント・マネジメント・インク 6,939 3.54



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株含まれております。なお、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数3個が含まれておりません。 

②【自己株式等】 

(7）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式 2,270,000 
－ － 

完全議決権株式（その他） 
普通株式 

208,635,000 
208,632 － 

単元未満株式 普通株式 1,791,546 － 
１単元（1,000株）未

満の株式 

発行済株式総数 212,696,546 － － 

総株主の議決権 － 208,632 － 

  平成18年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日新火災海上保険

株式会社 

東京都千代田区神

田駿河台二丁目３

番地 

2,270,000 － 2,270,000 1.07 

計 － 2,270,000 － 2,270,000 1.07 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 該当事項はありません。 

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 



３【配当政策】 

 当社は、損害保険業の基盤となる担保力を一層強化するために、内部留保の充実に努めるとともに、安定的な配当

を継続していくことを基本方針としておりますが、平成18年3月期の業績が順調に推移し増益となったことから、株

主各位の日頃のご支援にお応えするため、当期の株主配当金につきましては、１株につき８円といたしました。 

 この結果、平成18年３月期の配当性向は51.2％、株主資本当期純利益率は2.8％、株主資本配当率は1.4％となりま

した。 

 また、内部留保資金につきましては、諸準備金の積み増しなどにより、担保力の増強や事業展開のための経営基盤

の強化に努めることといたしました。 

 今後とも、着実な業績の進展を図り、関係各位の期待に応えるよう努力していく所存であります。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第１部におけるものであります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第１部におけるものであります。 

回次 第95期 第96期 第97期 第98期 第99期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） 282 271 370 429 595 

最低（円） 215 186 224 328 369 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高（円） 529 528 502 517 501 595 

最低（円） 421 468 457 432 441 467 



５【役員の状況】 

    平成18年６月29日現在

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

取締役社長 

(代表取締役) 

営業推進本部

長 
宮島 洋 昭和25年５月４日生 

昭和49年４月 当社入社 

 以後 総合企画部長を経て、 

平成12年６月 取締役総合企画部長 

平成13年４月 取締役人事総務部長 

同  年11月 取締役人事総務部長兼改革推

進室長 

平成14年４月 取締役人事部長兼改革推進室

長 

平成15年４月 常務取締役営業推進本部副本

部長 

同  年６月 専務取締役（代表取締役）専

務執行役員営業推進本部副本

部長 

平成16年４月 専務取締役（代表取締役）専

務執行役員営業推進本部長 

平成17年４月 取締役社長（代表取締役）営

業推進本部長（現職） 

54 

取締役 

(代表取締役) 
  水上 誠 昭和24年７月26日生 

昭和48年４月 当社入社 

 以後 人事総務部長を経て、 

平成12年６月 取締役人事総務部長 

平成13年４月 取締役営業企画部長 

平成14年４月 取締役営業推進部長 

平成15年４月 常務取締役 

同  年６月 専務取締役（代表取締役）専

務執行役員業務統括本部長兼

経営企画部長 

平成16年６月 専務取締役（代表取締役）専

務執行役員業務統括本部長 

平成18年４月 専務取締役（代表取締役）専

務執行役員 

平成18年６月 取締役（代表取締役）専務執

行役員（現職）  

48 

取締役   多田 佳嗣 昭和22年７月11日生 

昭和46年４月 当社入社 

 以後 資産運用部長を経て、 

平成13年６月 取締役資産運用部長 

平成15年４月 常務取締役人事部長兼改革推

進室長 

同  年６月 常務取締役 常務執行役員構

造改革本部長兼人事部長兼改

革推進室長 

平成16年６月 常務取締役 常務執行役員構

造改革本部長 

平成17年４月 常務取締役 常務執行役員 

平成18年６月 取締役常務執行役員（現職）  

45 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

取締役 
 西日本事業本 

 部副本部長 
福島 良平 昭和23年６月10日生 

昭和47年４月 当社入社 

 以後 東海北陸本部長を経

て、 

平成13年６月 取締役東海北陸本部長 

同  年９月 取締役東海北陸本部長兼中日

本業務部長 

平成15年６月 取締役 常務執行役員業務統

括本部副本部長 

平成16年４月 取締役 常務執行役員 

平成18年４月 取締役 常務執行役員西日本

事業本部副本部長（現職） 

45 

取締役 業務本部長 徳本 政幸 昭和23年10月９日生 

昭和49年４月 当社入社 

 以後 経営企画部長を経て、 

平成15年６月 取締役 執行役員業務統括本

部副本部長 

平成16年６月 取締役 執行役員業務統括本

部副本部長兼経営企画部長 

平成17年４月 取締役 常務執行役員業務統

括本部副本部長兼業務統括本

部室長兼経営企画部長 

同  年６月 取締役 常務執行役員業務統

括本部副本部長兼業務統括本

部室長 

平成18年４月 取締役 常務執行役員業務本

部長（現職）  

18 

取締役 

営業推進本部

副本部長兼首

都圏第１事業

本部長 

上月 和夫 昭和27年２月12日生 

昭和51年４月 東京海上火災保険株式会社入

社 

平成13年７月 同社中部・北陸本部富山支店

長 

平成15年６月 当社取締役 執行役員営業推

進本部副本部長 

平成17年４月 当社取締役 常務執行役員営

業推進本部副本部長兼首都圏

事業本部長 

平成18年４月 当社取締役 常務執行役員営

業推進本部副本部長兼首都圏

第１事業本部長（現職）  

4 

取締役  
営業推進本部副

本部長 
秋元 茂夫  昭和25年１月21日生  

昭和48年４月 当社入社 

  以後、営業推進部長を経て、 

平成15年６月 執行役員営業推進部長 

平成17年４月 執行役員営業推進部長兼お客

さまサービス部長 

平成18年４月 常務執行役員営業推進本部副

本部長 

同   年６月 取締役 常務執行役員営業推

進本部副本部長（現職） 

23 

取締役  
 損害サービス 

 業務部長 
福山 雅朝  昭和26年９月28日生  

昭和49年４月 当社入社 

  以後、損害サービス業務部長

を経て、 

平成17年４月 執行役員損害サービス業務部

長  

平成18年６月 取締役 執行役員損害サービ

ス業務部長（現職）  

5 

 



 （注）１ 取締役大薗恵美は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

２ 監査役大嶋邦男、監査役平尾和之及び監査役上野昭二は会社法第２条第16号に定める社外監査役でありま

す。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

取締役    馬路 修司  昭和30年４月６日生  

昭和53年４月 東京海上火災保険株式会社入

社  

平成14年７月 同社中部・北陸本部部長 

平成16年10月 東京海上日動火災保険株式会

社名古屋営業第一部長 

平成18年６月 当社取締役執行役員（現職） 

－ 

取締役   大薗 恵美 昭和40年８月８日生 

平成12年４月 一橋大学大学院国際企業戦略

研究科専任講師 

平成14年10月 一橋大学大学院国際企業戦略

研究科助教授（現職） 

平成16年６月 当社取締役（現職） 

－ 

監査役  常勤 高橋 諒 昭和23年１月23日生 

昭和47年４月 当社入社 

 以後 関連事業室長を経て、 

平成16年６月 監査役（常勤）（現職） 

16 

監査役  常勤 萩原 祥元 昭和25年６月４日生 

昭和48年４月 当社入社 

 以後 検査部長を経て、 

平成17年６月 監査役（常勤）（現職） 

22 

監査役  非常勤 大嶋 邦男 昭和17年12月２日生 

昭和41年４月 富国生命保険相互会社入社 

平成10年７月 同社取締役 

平成13年７月 同社常務取締役（現職） 

平成15年６月 当社監査役（現職） 

－ 

監査役  非常勤 平尾 和之 昭和15年11月25日生 

昭和39年４月 株式会社静岡銀行入行 

平成３年６月 同行取締役 

平成５年４月 同行常務取締役 

平成11年６月 静岡保険総合サービス株式会

社取締役社長（代表取締役） 

平成13年６月 同社取締役会長（代表取締

役） 

平成15年６月 当社監査役（現職） 

平成17年６月 理研軽金属工業株式会社監査

役、株式会社すみや監査役

（現職） 

－ 

監査役   非常勤 上野 昭二  昭和19年２月５日生  

昭和42年４月 東京海上火災保険株式会社入

社  

  同社営業企画部長、人事企画

部長を経て、  

平成５年６月 同社取締役 

平成８年６月 同社常務取締役  

平成11年６月 同社専務取締役  

平成13年６月 同社取締役副社長  

平成14年４月 株式会社ミレアホールディン

グス取締役  

平成16年10月 東京海上日動火災保険株式会

社取締役副社長  

平成17年６月 東京海上日動あんしん生命保

険株式会社監査役、東京海上

日動フィナンシャル生命保険

株式会社監査役、株式会社ミ

レアホールディングス常勤監

査役 

平成18年６月 当社監査役、東京海上日動フ

ィナンシャル生命保険株式会

社監査役、株式会社ミレアホ

ールディングス常勤監査役

（現職）   

－ 

    計 281 



３ 当社では、執行役員制度を導入しております。執行役員は14名で、その構成は以下のとおりであります。

（平成18年６月29日現在） 

社長 宮島 洋 （営業推進本部長） 

専務執行役員 水上 誠   

専務執行役員 駒形昌義  （西日本事業本部長） 

常務執行役員 多田佳嗣   

常務執行役員 福島良平 （西日本事業本部副本部長）  

常務執行役員 徳本政幸 （業務本部長） 

常務執行役員 上月和夫 （営業推進本部副本部長兼首都圏第１事業本部長） 

常務執行役員 秋元茂夫 （営業推進本部副本部長） 

執行役員 有賀克明 （神奈川統括営業部長） 

執行役員 板谷 進 （首都圏第２事業本部長） 

執行役員 松本千二  （東北事業本部長）  

執行役員 福山雅朝  （損害サービス業務部長） 

執行役員  竹野泰生  （東海事業本部長） 

執行役員  馬路修司    



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1）基本的な考え方 

 当社では、「お客さま本位の安心と補償をお届けし、最も身近で信頼されるリテール損害保険会社を目指す」と

いう経営理念を経営戦略の策定や経営の意思決定の拠りどころとなる諸活動の基本方針と位置付け、「お客さま本

位」の事業運営を遂行していくために、コーポレート・ガバナンスの充実に努めております。経営の健全性と適切

な運営の確保を目指していくなかで、経営責任の明確化、すみやかな意思決定、経営監視機能の強化を図るととも

に、株主の皆さまの負託に応え、お客さま、代理店の皆さまとの円滑な関係を築き、健全な企業経営を維持してい

く所存であります。 

(2）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

①取締役会は、取締役10名（うち社外取締役１名）で構成され、経営の重要な意思決定を行い、取締役の職務の

執行を監督しております。各事業年度の経営責任を明確にするため取締役の任期を1年とし、併せて、経営の意

思決定の迅速化と責任体制の一層の明確化を図るために執行役員制度を設け、諸施策の迅速な遂行に努めており

ます。また、取締役会の機能を強化し経営効率を向上させるため、経営会議、執行役員会議等を設置し、経営に

関する重要事項を協議しております。 

 当社は監査役制度を採用しており、監査役会は、監査役5名（うち社外監査役3名）で構成されております。各

監査役は、監査役会で策定された監査方針及び監査計画に基づき、取締役会をはじめとする重要な会議への出席

や、業務及び財産の状況調査を通して、取締役の職務執行を監査しております。 

②当社は、コンプライアンス体制の根幹となる行動規範を定め、取締役が、率先して研修等へ参加することを通

じ、コンプライアンスの意識向上に努めるとともに、すべての役職員が事業活動のあらゆる局面においてコンプ

ライアンスを遵守・実践するよう周知徹底しております。コンプライアンスを推進し、検証する機関として、社

外委員も含むコンプライアンス委員会を設置するとともに、全社的なコンプライアンス推進を統括する部門を設

置しております。また、全店にコンプライアンス推進リーダー、推進スタッフ等を配置し、コンプライアンス推

進、教育、研修を実施するとともに法令違反行為の防止に努めております。また、コンプライアンスに係る問題

等を発見した場合の報告ルールを定め、通常の報告ルートの他にコンプライアンスホットライン（内部通報制

度）を設け、その利用につき役職員に周知しております。 

 また、個人情報保護に関しましては、個人情報保護管理委員会において、個人情報保護に係る基本ルールの定

着と浸透、諸課題の克服に向けて徹底して取り組んでおります。 

③リスク管理の面においては、リスク管理を推進しその推進状況を検証するための機関として、取締役会の下に

リスク管理委員会を設置するとともに、全社的なリスク管理を統括する部門を設置しております。リスク管理に

係る基本方針の下に分類されたリスクごとのリスク管理規程を定め、リスクの特定、評価、制御による管理を実

施し、これらの状況を定期的に検証することにより、リスク管理の実効性を確保しております。また、大地震等

の発生や長期間のコンピュータシステム機能停止が発生した場合のコンティンジェンシープランを策定すること

により、危機管理体制を構築しております。 

④当社は、内部監査規程を定め、業務の実施部署から独立した内部監査部門が、内部監査部門によるコンプライ

アンス、リスク管理態勢、財務報告の適切性、業務厳正化等に重点をおいた実効性のある内部監査を実施してお

ります。これらの内部監査を通じて内部統制が有効に機能していることも含め確認を行い、その結果は取締役会

等に報告しております。 

 監査役は、監査役監査基準等に基づき、取締役の職務の執行を監査するために、取締役会その他重要な会議へ

の出席、取締役および使用人からの適切な報告体制を確保しております。また、監査役は、代表取締役と協議を

実施するとともに、会計監査人と緊密に連係し、定期的に会合をもつなど意見および情報交換を行い、内部監査

部門とも緊密な連係を保っております。 

⑤社外取締役及び社外監査役は、当社のその他の取締役、監査役と人的関係を有さず、当社との間に特に利害関

係はありません。 

⑥当社の会計監査業務を執行する公認会計士は吉川正幸、道丹久男及び荒川進の3氏であり、中央青山監査法人

に所属しております。吉川氏の当社に係る監査年数は、8年となっており、他の2氏は7年以内です。また、当社

の監査業務に係る補助者は、公認会計士4名、会計士補4名、そのほか16名であります。 

 なお、会計監査人である中央青山監査法人は、平成18年5月10日、金融庁より行政処分を受け、平成18年7月1

日から平成18年8月31日までの2ヵ月間一部業務停止となります。当社は、平成18年6月28日に開催いたしました

定時株主総会ではあらたな会計監査人を選任しておりませんが、一時会計監査人の選定に向け検討いたしており

ます。 



＜会社の機関・内部統制の関係＞ 

(3）役員報酬及び監査報酬 

 当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬等の内容並びに会計監査人（中央青山監査法人）

に対する監査報酬等の内容は以下のとおりであります。 

① 役員報酬等の内容（取締役及び監査役に対する報酬その他職務遂行の対価） 

・取締役      258百万円 

 （うち社外取締役   6百万円） 

・監査役       46百万円 

 上記には次のものを含んでおります。 

退職慰労金    10百万円（取締役 －百万円、監査役 10百万円） 

② 監査報酬等の内容 

・監査証明に係る報酬   33百万円 

・上記以外の報酬      8百万円 



第５【経理の状況】 

１ 財務諸表の作成方法について 

 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）第２条に基づき、同規則及び「保険業法施行規則」（平成８年大蔵省令第５号）により作

成しております。 

 ただし、前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）については、「財務諸表等の用語、様式及び作

成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし書きに

より、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）及び

当事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）の財務諸表について、中央青山監査法人により監査を受け

ております。 

３ 連結財務諸表について 

 「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）第５条第２項により、当社

では、子会社の資産、経常収益等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない

程度に重要性が乏しいものとして、連結財務諸表は作成しておりません。 

 なお、資産基準、経常収益基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。 

資産基準        1.2％ 

経常収益基準      0.7％ 

利益基準        3.1％ 

利益剰余金基準     1.2％ 



【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
第98期 

（平成17年３月31日現在） 
第99期 

（平成18年３月31日現在） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）      

現金及び預貯金  58,282 11.82 52,373 10.12 

現金  (174)  (153)  

預貯金 ※４ (58,107)  (52,220)  

買入金銭債権  12,561 2.55 5,950 1.15 

有価証券  276,959 56.17 307,669 59.42 

国債  (20,581)  (21,096)  

地方債  (1,455)  (1,107)  

社債  (49,191)  (50,954)  

株式 ※3,12 (93,962)  (132,516)  

外国証券 ※３ (87,010)  (76,290)  

その他の証券  (24,758)  (25,704)  

貸付金 
※
8,9,14 

47,158 9.56 64,666 12.49 

保険約款貸付  (856)  (772)  

一般貸付  (46,301)  (63,893)  

不動産及び動産 ※１ 38,392 7.79 38,088 7.36 

土地  (21,032)  (20,670)  

建物  (15,659)  (15,572)  

動産  (1,700)  (1,846)  

その他資産  41,517 8.42 44,440 8.58 

未収保険料  (33)  (37)  

代理店貸  (9,405)  (8,940)  

共同保険貸  (491)  (390)  

再保険貸  (6,334)  (6,037)  

外国再保険貸  (3,230)  (1,434)  

未収金  (3,245)  (8,894)  

未収収益  (707)  (451)  

預託金  (1,425)  (1,395)  

地震保険預託金  (8,466)  (8,988)  

仮払金  (3,564)  (4,091)  

 



  
第98期 

（平成17年３月31日現在） 
第99期 

（平成18年３月31日現在） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金融派生商品  (233)  (135)  

繰延ヘッジ損失  (1,242)  (690)  

その他の資産  (3,136)  (2,952)  

繰延税金資産  19,047 3.86 5,225 1.01 

貸倒引当金  △848 △0.17 △646 △0.13 

資産の部合計  493,070 100.00 517,768 100.00 

      

（負債の部）      

保険契約準備金  372,212 75.49 372,597 71.96 

支払備金 ※10 (40,473)  (41,767)  

責任準備金 ※11 (331,739)  (330,829)  

転換社債  9,736 1.98 － － 

その他負債  16,578 3.36 14,067 2.72 

共同保険借  (556)  (551)  

再保険借  (6,072)  (5,826)  

外国再保険借  (1,810)  (870)  

未払法人税等 ※７ (2,199)  (1,636)  

預り金  (674)  (531)  

前受収益  (60)  (52)  

未払金  (1,129)  (1,145)  

仮受金  (3,110)  (3,278)  

金融派生商品  (355)  (115)  

繰延ヘッジ利益  (606)  (56)  

その他の負債  (2)  (2)  

退職給付引当金  2,456 0.50 2,508 0.49 

賞与引当金  658 0.13 685 0.13 

特別法上の準備金  2,876 0.58 3,272 0.63 

価格変動準備金  (2,876)  (3,272)  

負債の部合計  404,518 82.04 393,130 75.93 

 



  
第98期 

（平成17年３月31日現在） 
第99期 

（平成18年３月31日現在） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資本の部）      

資本金 ※５ 15,635 3.17 20,389 3.94 

資本剰余金  11,747 2.38 16,502 3.19 

資本準備金  (7,865)  (12,620)  

その他資本剰余金  (3,882)  (3,882)  

（自己株式処分差益）  ((3,882))  ((3,882))  

利益剰余金  36,233 7.35 37,868 7.31 

利益準備金  (4,935)  (5,235)  

任意積立金  (27,093)  (28,137)  

（特別準備金）  ((19,840))  ((20,340))  

（配当引当積立金）  ((5,700))  ((6,000))  

（不動産圧縮積立金）  ((1,553))  ((1,596))  

（不動産圧縮特別勘定積立
金） 

 ((－))  ((200))  

当期未処分利益  (4,204)  (4,495)  

その他有価証券評価差額金  25,818 5.24 50,804 9.81 

自己株式 ※６ △882 △0.18 △927 △0.18 

資本の部合計  88,551 17.96 124,638 24.07 

負債及び資本の部合計  493,070 100.00 517,768 100.00 



②【損益計算書】 

  
第98期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第99期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

経常損益の部      

経常収益  183,689 100.00 172,776 100.00 

保険引受収益  176,961 96.34 162,385 93.98 

正味収入保険料 ※２ (144,962)  (144,620)  

収入積立保険料  (16,311)  (13,599)  

積立保険料等運用益  (3,296)  (3,208)  

支払備金戻入額  (633)  (－)  

責任準備金戻入額  ※６ (11,707)  (910)  

為替差益   (42)  (23)  

その他保険引受収益  (7)  (23)  

資産運用収益  6,010 3.27 9,896 5.73 

利息及び配当金収入 ※７ (6,694)  (7,692)  

有価証券売却益  (2,364)  (4,237)  

有価証券償還益  (45)  (586)  

金融派生商品収益 ※８ (－)  (285)  

為替差益  (90)  (51)  

その他運用収益  (113)  (251)  

積立保険料等運用益振
替 

 (△3,296)  (△3,208)  

その他経常収益  717 0.39 494 0.29 

経常費用  178,435 97.14 167,417 96.90 

保険引受費用  148,499 80.84 137,295 79.46 

正味支払保険金 ※３ (84,529)  (78,126)  

損害調査費  (7,326)  (7,267)  

諸手数料及び集金費 ※４ (25,648)  (25,374)  

満期返戻金  (30,884)  (25,114)  

契約者配当金  (9)  (5)  

支払備金繰入額  ※５ (－)  (1,294)  

その他保険引受費用  (100)  (111)  

 



  
第98期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第99期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

資産運用費用  1,776 0.97 1,187 0.69 

有価証券売却損  (1,142)  (1,038)  

有価証券評価損  (19)  (84)  

有価証券償還損  (388)  (7)  

金融派生商品費用   ※９ (188)  (－)  

その他運用費用  (36)  (56)  

営業費及び一般管理費  27,613 15.03 28,611 16.56 

その他経常費用  545 0.30 322 0.19 

支払利息  (73)  (1)  

貸倒引当金繰入額  (283)  (18)  

貸倒損失  (－)  (0)  

その他の経常費用  (188)  (303)  

経常利益  5,254 2.86 5,359 3.10 

特別損益の部      

特別利益  1,495 0.82 479 0.28 

不動産動産処分益  (1,495)  (479)  

特別損失  1,996 1.09 1,062 0.62 

不動産動産処分損  (270)  (311)  

減損損失  ※10 (－)  (311)  

特別法上の準備金繰入額  (403)  (395)  

価格変動準備金  ((403))  ((395))  

不動産評価損  (1)  (44)  

退職給付会計基準変更時
差異償却 

 (1,320)  (－)  

税引前当期純利益  4,753 2.59 4,776 2.76 

法人税及び住民税  2,074 1.13 2,188 1.27 

法人税等調整額  18 0.01 △355 △0.21 

当期純利益  2,659 1.45 2,943 1.70 

前期繰越利益  1,544  1,552  

当期未処分利益  4,204  4,495  



③【キャッシュ・フロー計算書】 

  
第98期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第99期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前当期純利益  4,753 4,776 

減価償却費  1,810 1,699 

減損損失  － 311 

支払備金の増加額   △633 1,294 

責任準備金の増加額  △11,707 △910 

貸倒引当金の増加額  283 18 

退職給付引当金の増加額  431 51 

賞与引当金の増加額  △48 26 

価格変動準備金の増加額  403 395 

利息及び配当金収入  △6,694 △7,692 

有価証券関係損益（△）  △260 △3,793 

支払利息  73 1 

為替差損益（△）  △82 △45 

不動産動産関係損益（△）  △1,223 △123 

その他資産（除く投資活動関連、
財務活動関連）の増加額 

 △233 △4,339 

その他負債（除く投資活動関連、
財務活動関連）の増加額 

 305 △1,142 

その他  136 △352 

小計  △12,685 △9,823 

利息及び配当金の受取額  6,698 7,901 

利息の支払額  △73 △1 

法人税等の支払額  △828 △2,759 

営業活動によるキャッシュ・フロー  △6,888 △4,683 

 



  
第98期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第99期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

預貯金の純増加額  482 200 

買入金銭債権の取得による支出  △31,274 △27,985 

買入金銭債権の売却・償還による
収入 

 37,061 31,596 

有価証券の取得による支出  △113,910 △144,213 

有価証券の売却・償還による収入  123,600 156,434 

貸付けによる支出  △29,245 △50,591 

貸付金の回収による収入  18,558 32,926 

Ⅱ①小計  5,271 △1,631 

（Ⅰ＋Ⅱ①）  (△1,617) (△6,315) 

不動産及び動産の取得による支出  △978 △1,797 

不動産及び動産の売却による収入  1,691 782 

その他  △695 167 

投資活動によるキャッシュ・フロー  5,288 △2,478 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

転換社債の償還による支出  △0 △227 

自己株式の取得による支出  △3,175 △46 

自己株式の売却による収入  13,862 2 

配当金の支払額  △1,111 △1,305 

その他  △0 － 

財務活動によるキャッシュ・フロー  9,575 △1,576 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  58 30 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額  8,034 △8,707 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  47,382 55,416 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高  55,416 46,709 



④【利益処分計算書】 

（注）第99期・・・その他資本剰余金の残高3,882百万円については、次期へ繰越すことといたしました。 

  
第98期 

株主総会年月日 
（平成17年６月29日） 

第99期 
株主総会年月日 

（平成18年６月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

当期未処分利益  4,204 4,495 

任意積立金取崩額  11 211 

（不動産圧縮積立金）  (11) (11) 

（不動産圧縮特別勘定積立金）  (－) (200) 

計  4,216 4,707 

利益処分額  2,664 3,054 

利益準備金  300 400 

配当金  1,308 1,683 

  （１株につき7円00銭） （１株につき8円00銭） 

任意積立金  1,055 971 

（特別準備金）  (500) (500) 

（配当引当積立金）  (300) (300) 

（不動産圧縮積立金）  (54) (171) 

（不動産圧縮特別勘定積立金）  (200) (－) 

次期繰越利益  1,552 1,653 



重要な会計方針 

第98期 第99期 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 １ 有価証券の評価基準及び評価方法 

(1）子会社株式及び関連会社株式の評価は、移動平均

法に基づく原価法によっております。 

(1）         同左 

(2）その他有価証券のうち時価のあるものの評価は、

期末日の市場価格等に基づく時価法によっておりま

す。 

 なお、評価差額は全部資本直入法により処理し、

また、売却原価の算定は移動平均法に基づいており

ます。 

(2）         同左 

(3）その他有価証券のうち時価のないものの評価は、

移動平均法に基づく原価法又は償却原価法によって

おります。 

(3）         同左 

２ デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

 デリバティブ取引の評価は、時価法によっておりま

す。 

２ デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

同左 

３ 不動産及び動産の減価償却の方法 

 不動産及び動産の減価償却は、定率法によっており

ます。ただし平成10年４月１日以降に取得した建物

（建物付属設備を除く）については、定額法によって

おります。 

３ 不動産及び動産の減価償却の方法 

同左 

４ ソフトウェアの減価償却の方法 

 資産に計上している自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定

額法によっております。 

４ ソフトウェアの減価償却の方法 

同左 

５ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。 

５ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

同左 

 



第98期 第99期 

６ 引当金の計上基準 ６ 引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、資産の自

己査定基準及び償却・引当基準に基づき、次のとお

り計上しております。 

 破産、特別清算、手形交換所における取引停止処

分等、法的・形式的に経営破綻の事実が発生してい

る債務者に対する債権及び実質的に経営破綻に陥っ

ている債務者に対する債権については、債権額から

担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と

認められる額等を控除し、その残額を計上しており

ます。 

 今後、経営破綻に陥る可能性が大きいと認められ

る債務者に対する債権については、債権額から担保

の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認め

られる額を控除し、その残額のうち、債務者の支払

能力を総合的に判断して必要と認められる額を計上

しております。 

 上記以外の債権については、過去の一定期間にお

ける貸倒実績等から算出した貸倒実績率を債権額に

乗じた額を計上しております。 

 また、全ての債権は資産の自己査定基準に基づ

き、各資産の主管部及び審査所管部が資産査定を実

施し、その査定結果に基づいて上記の計上を行って

おります。なお、当該部署から独立した検査部が資

産の自己査定結果を監査しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当期末における

退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。 

 なお、一時費用処理を行った退職給付信託への資

産の時価による拠出額控除後の会計基準変更時差異

については、５年による按分額を費用処理しており

ます。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（12年）による定額法に

より費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（12年）による定額

法により翌期から費用処理することとしておりま

す。 

 上記のほか、役員の退職慰労金に備えるため、内

規に基づく当期末の要支給額403百万円を退職給付引

当金に含めて計上しております。 

(2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当期末における

退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（12年）による定額法に

より費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（12年）による定額

法により翌期から費用処理することとしておりま

す。 

 上記のほか、役員の退職慰労金に備えるため、内

規に基づく当期末の要支給額466百万円を退職給付引

当金に含めて計上しております。 

 



第98期 第99期 

（会計方針の変更） 

 当期より「退職給付に係る会計基準の一部改正」

（企業会計基準第3号平成17年3月16日）及び「退職

給付に係る会計基準の一部改正に関する適用指針」

（企業会計基準適用指針第7号 平成17年3月16日）

が、平成17年3月31日に終了する事業年度に係る財務

諸表から適用できることに伴い、同会計基準及び同

適用指針を適用しております。 

 これにより、経常利益及び税引前当期純利益は、

92百万円それぞれ増加しております。 

  

────── 

(3）賞与引当金 

 従業員賞与に充てるため、期末における支給見込

額を基準に計上しております。 

(3）賞与引当金 

同左 

(4）価格変動準備金 

 株式等の価格変動による損失に備えるため、保険

業法第115条の規定に基づき計上しております。 

(4）価格変動準備金 

同左 

７ 消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

ただし、損害調査費、営業費及び一般管理費等の費用

は税込方式によっております。なお、資産に係る控除

対象外消費税等は仮払金に計上し、５年間で均等償却

を行っております。 

７ 消費税等の会計処理 

同左 

８ リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

８ リース取引の処理方法 

同左 

９ ヘッジ会計の方法 ９ ヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 原則として繰延ヘッジ処理によっております。な

お、振当処理の要件を満たしている為替予約につい

ては振当処理によっております。 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

 当期にヘッジ会計を適用したヘッジ手段は為替予

約であり、外貨建の債券の一部をヘッジ対象として

おります。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

③ ヘッジ方針 

 資産運用リスクに関する管理方針及びデリバティ

ブ取引に関する管理規程に基づき、ヘッジ対象に係

る為替変動リスクを個別にヘッジしております。 

③ ヘッジ方針 

同左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

 原則としてヘッジ開始時からヘッジ有効性判定時

点までの期間において、ヘッジ対象の相場変動とヘ

ッジ手段の相場変動を定期的に比較し、両者の変動

額等を基礎にしてヘッジ有効性を評価しておりま

す。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

10 キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び

現金同等物）は、手許現金、要求払預金及び取得日か

ら満期日又は償還日までの期間が３カ月以内の定期預

金等の短期投資から構成されております。 

10 キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

同左 



会計方針の変更 

第98期 第99期 

  

────── 

 （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当期より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会

計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

６号 平成15年10月31日）を適用しております。この結

果、従来の方法によった場合と比較して、税引前当期純

利益は290百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

第98期 
（平成17年３月31日現在） 

第99期 
（平成18年３月31日現在） 

※１ 不動産及び動産の減価償却累計額は22,647百万

円、圧縮記帳額は6,209百万円であります。 

※１ 不動産及び動産の減価償却累計額は22,297百万

円、圧縮記帳額は5,966百万円であります。 

 ２ 子会社に対する金銭債権（貸付金・再保険貸等）

総額は792百万円、金銭債務（再保険借等）総額は82

百万円であります。 

 ２ 子会社に対する金銭債権（貸付金・再保険貸等）

総額は515百万円、金銭債務（再保険借等）総額は83

百万円であります。 

※３ 子会社株式の額は 3,583百万円であります。 ※３ 子会社株式の額は3,583百万円であります。 

※４ 担保に供している資産は、預貯金1,061百万円であ

ります。これは、信用状発行の目的により差入れて

いるものであります。 

※４ 担保に供している資産は、預貯金1,086百万円であ

ります。これは、信用状発行の目的により差入れて

いるものであります。 

※５ 会社が発行する株式の総数は普通株式389,957,000

株、発行済株式総数は普通株式189,159,475株であり

ます。 

 「株式の消却が行われた場合には、これに相当す

る株式数を減ずる」旨定款に定めております。 

※５ 会社が発行する株式の総数は普通株式389,957,000

株、発行済株式総数は普通株式212,696,546株であり

ます。 

 「株式の消却が行われた場合には、これに相当す

る株式数を減ずる」旨定款に定めております。 

※６ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式

2,173,075株であります。 

※６ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式

2,270,354株であります。 

※７ 未払法人税等は、事業税の未払額330百万円並びに

法人税及び住民税の未払額1,869百万円であります。 

※７ 未払法人税等は、事業税の未払額338百万円並びに

法人税及び住民税の未払額1,297百万円であります。 

※８(1）貸付金のうち、破綻先債権額は200百万円、延滞

債権額は98百万円であります。 

 なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の

遅延が相当期間継続していることその他の事由に

より元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがな

いものとして未収利息を計上しなかった貸付金

（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息

不計上貸付金」という。）のうち、法人税法施行

令（昭和40年政令第97号）第96条第１項第３号の

イからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定

する事由が生じている貸付金であります。 

 また、延滞債権とは、未収利息不計上貸付金で

あって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支

援を図ることを目的として利息の支払を猶予した

貸付金以外の貸付金であります。 

※８(1）貸付金のうち、破綻先債権額に該当するものは

ありません。延滞債権額は96百万円であります。 

 なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の

遅延が相当期間継続していることその他の事由に

より元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがな

いものとして未収利息を計上しなかった貸付金

（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息

不計上貸付金」という。）のうち、法人税法施行

令（昭和40年政令第97号）第96条第１項第３号の

イからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定

する事由が生じている貸付金であります。 

 また、延滞債権とは、未収利息不計上貸付金で

あって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支

援を図ることを目的として利息の支払を猶予した

貸付金以外の貸付金であります。 

(2）貸付金のうち、３カ月以上延滞債権に該当する

ものはありません。 

 なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息

の支払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延し

ている貸付金で破綻先債権及び延滞債権に該当し

ないものであります。 

(2）貸付金のうち、３カ月以上延滞債権に該当する

ものはありません。 

 なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息

の支払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延し

ている貸付金で破綻先債権及び延滞債権に該当し

ないものであります。 

 



第98期 
（平成17年３月31日現在） 

第99期 
（平成18年３月31日現在） 

(3）貸付金のうち、貸付条件緩和債権額は188百万円

であります。 

 なお、貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再

建又は支援を図ることを目的として、金利の減

免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄

その他の債務者に有利となる取決めを行った貸付

金で、破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞

債権に該当しないものであります。 

(3）貸付金のうち、貸付条件緩和債権額は176百万円

であります。 

 なお、貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再

建又は支援を図ることを目的として、金利の減

免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄

その他の債務者に有利となる取決めを行った貸付

金で、破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞

債権に該当しないものであります。 

(4）破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債

権額及び貸付条件緩和債権額の合計額は487百万円

であります。 

(4）破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債

権額及び貸付条件緩和債権額の合計額は272百万円

であります。 

※９ 貸付金のうち、ローン・パーティシペーション契

約における参加利益の購入を債権譲渡を受けたもの

として取り扱い、原債務者に対する貸付債権として

会計処理した参加元本金額の期末残高の総額は 

1,000百万円であります。 

※９ 貸付金のうち、ローン・パーティシペーション契

約における参加利益の購入を債権譲渡を受けたもの

として取り扱い、原債務者に対する貸付債権として

会計処理した参加元本金額の期末残高の総額は1,000

百万円であります。 

※10 支払備金の内訳 ※10 支払備金の内訳 

支払備金（出再支払備金控

除前、（ロ）に掲げる保険

を除く） 

     37,552百万円

同上にかかる出再支払備金 2,405百万円

差引（イ）  35,147百万円

地震保険及び自動車損害賠

償責任保険にかかる支払備

金（ロ） 

5,325百万円

計（イ＋ロ）   40,473百万円

支払備金（出再支払備金控

除前、（ロ）に掲げる保険

を除く） 

   38,819百万円

同上にかかる出再支払備金      2,470百万円

差引（イ）       36,348百万円

地震保険及び自動車損害賠

償責任保険にかかる支払備

金（ロ） 

     5,419百万円

計（イ＋ロ）        41,767百万円

※11 責任準備金の内訳 ※11 責任準備金の内訳 

普通責任準備金（出再責任

準備金控除前） 
120,518百万円

同上にかかる出再責任準備

金  
10,444百万円

差引（イ）  110,073百万円

払戻積立金（出再責任準備

金控除前）  
115,364百万円

同上にかかる出再責任準備

金  
0百万円

 差引（ロ）  115,364百万円

その他の責任準備金

（ハ）  
106,301百万円

計（イ＋ロ＋ハ）  331,739百万円

普通責任準備金（出再責任

準備金控除前） 
     116,352百万円

同上にかかる出再責任準備

金  
      3,288百万円

差引（イ）      113,064百万円

その他の責任準備金

（ロ）  
     217,765百万円

計（イ＋ロ）     330,829百万円

※12 消費貸借契約により貸し付けている有価証券が、

株式に31百万円含まれております。 

────── 

 13 保険業法施行規則第17条の３第１項第３号に規定

する純資産の額は25,636百万円であります。 

 13 保険業法施行規則第17条の３第１項第３号に規定

する純資産の額は50,928百万円であります。 

※14 貸付金に係るコミットメント契約の融資未実行残

高は6,239百万円であります。 

※14 貸付金に係るコミットメント契約の融資未実行残

高は9,453百万円であります。 



（損益計算書関係） 

第98期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第99期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 １ 子会社との取引による収益（再保険手数料等）の

総額は608百万円、費用（支払委託料、再保険料等）

の総額は5,307百万円であります。 

 １ 子会社との取引による収益（再保険手数料等）の

総額は277百万円、費用（支払委託料、再保険料等）

の総額は4,460百万円であります。 

※２ 正味収入保険料の内訳 ※２ 正味収入保険料の内訳 

収入保険料 171,393百万円

支払再保険料      26,431百万円

差引   144,962百万円

収入保険料  170,493百万円

支払再保険料       25,873百万円

差引      144,620百万円

※３ 正味支払保険金の内訳 ※３ 正味支払保険金の内訳 

支払保険金 106,552百万円

回収再保険金 22,022百万円

差引 84,529百万円

支払保険金      96,947百万円

回収再保険金       18,820百万円

差引       78,126百万円

※４ 諸手数料及び集金費の内訳 ※４ 諸手数料及び集金費の内訳 

支払諸手数料及び集金費 26,743百万円

出再保険手数料 1,094百万円

差引 25,648百万円

支払諸手数料及び集金費       26,337百万円

出再保険手数料      962百万円

差引       25,374百万円

  ※５ 支払備金繰入額（△は支払備金戻入額）の内訳 

────── 支払備金繰入額（出再支払

備金控除前、（ロ）に掲げ

る保険を除く） 

1,266百万円

同上にかかる出再支払備金

繰入額 

65百万円

  差引（イ） 1,201百万円

地震保険及び自動車損害賠

償責任保険にかかる支払備

金繰入額（ロ） 

  

93百万円

  計（イ＋ロ）  1,294百万円

  ※６ 責任準備金戻入額（△は責任準備金繰入額）の内

訳 

────── 普通責任準備金戻入額（出

再責任準備金控除前） 

△2,772百万円

同上にかかる出再責任準備

金戻入額 

218百万円

  差引（イ） △2,991百万円

その他の責任準備金戻入額

（ロ） 

3,901百万円

  計（イ＋ロ）  910百万円

※７ 利息及び配当金収入の内訳 ※７ 利息及び配当金収入の内訳 

預貯金利息   54百万円

買入金銭債権利息   40百万円

有価証券利息・配当金      5,462百万円

貸付金利息    637百万円

不動産賃貸料    402百万円

その他利息・配当金    96百万円

計      6,694百万円

預貯金利息     64百万円

買入金銭債権利息     33百万円

有価証券利息・配当金        6,295百万円

貸付金利息       878百万円

不動産賃貸料       335百万円

その他利息・配当金      85百万円

計        7,692百万円

  
 



第98期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第99期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── ※８ 金融派生商品収益中の評価損益は54百万円の益で

あります。 

 ※９ 金融派生商品費用中の評価損益は339百万円の損

であります。 

────── 

  ※10 当期における減損損失に関する事項は、次のとお

りであります。 

     当期において、以下の資産について減損損失を計

上しております。 

 

    

 保険事業等の用に供している不動産等について

は、保険事業等全体で１つの資産グループとし、賃

貸用不動産、遊休不動産、売却予定不動産等個別性

の強い資産については物件ごとに１つの資産グルー

プとしております。 

 遊休不動産および売却予定不動産の一部につい

て、不動産時価の下落が生じたため、上記資産の帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減

損損失（86百万円）として特別損失に計上しており

ます。また、ソフトウェアについては、収益性の著

しい低下により投資額の回収が見込まれなくなった

ため、上記ソフトウェアの帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減損損失（224百万円）と

して特別損失に計上しております。 

  なお、当該資産の回収可能価額は正味売却価額と

使用価値のいずれか高い価額としております。正味

売却価額は売却予定額または不動産鑑定士による鑑

定評価額等を基に算出し、使用価値は将来キャッシ

ュ・フローを10％で割り引いて算定しております。 

  

  

用途 

  

  

資産 

  

 減損損失  （百万円）

 土地 建物 その他 計  

 遊休不動産

および売却予

定不動産 

 秋田県内に

保有する駐車

場等７物件 

 74 12 － 86 

ソフトウェア ソフトウェア － － 224 224 

 計  ───── 74 12 224 311 



（キャッシュ・フロー計算書関係） 

第98期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第99期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(1）現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

(1）現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

（平成17年３月31日現在） （平成18年３月31日現在） 

 (百万円)

現金及び預貯金 58,282 

買入金銭債権 12,561 

預入期間が３カ月を超える定期預金 △6,865 

現金同等物以外の買入金銭債権 △8,562 

現金及び現金同等物 55,416 

 (百万円)

現金及び預貯金 52,373 

買入金銭債権 5,950 

預入期間が３カ月を超える定期預金 △6,664 

現金同等物以外の買入金銭債権 △4,951 

現金及び現金同等物 46,709 

  (2）重要な非資金取引の内容 

──────    転換社債の転換 

  

  

転換社債の転換による資本金

増加額 
4,754百万円

転換社債の転換による資本準

備金増加額 
4,754百万円

転換による転換社債減少額     9,509百万円

 (3）投資活動によるキャッシュ・フローには、保険事業

に係る資産運用業務から生じるキャッシュ・フローを

含んでおります。 

 (3）投資活動によるキャッシュ・フローには、保険事業

に係る資産運用業務から生じるキャッシュ・フローを

含んでおります。 

（表示方法の変更）   

 前期において、財務活動によるキャッシュ・フローの

「その他」に含めていた「自己株式の売却による収入」

（9百万円）は重要性が増加したため、当期より区分掲記

しております。 

────── 



（リース取引関係） 

第98期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第99期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 

取得価額
相当額 

（百万円） 

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 

（百万円）

動産 66 30 36 

 

取得価額
相当額 

（百万円）

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 

（百万円）

動産 78 44 34 

 なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残

高が不動産及び動産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定しております。 

同左 

② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内   12百万円

１年超   23百万円

合計   36百万円

１年内 13百万円

１年超 20百万円

合計     34百万円

 なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が不動産及び動産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み法により算定

しております。 

同左 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料   12百万円

減価償却費相当額   12百万円

支払リース料   14百万円

減価償却費相当額   14百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 ２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料  未経過リース料  

１年内   4百万円

１年超   7百万円

合計   11百万円

１年内  4百万円

１年超    3百万円

合計     7百万円

  

  

────── 

  

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありません。  



（有価証券関係） 

１ 売買目的有価証券 

 前期および当期のいずれにおいても該当事項はありません。 

２ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 前期および当期のいずれにおいても該当事項はありません。 

３ 子会社株式および関連会社株式で時価のあるもの 

 前期および当期のいずれにおいても該当事項はありません。 

４ その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 

有価証券 

種類 

第98期（平成17年３月31日現在） 第99期（平成18年３月31日現在） 

取得原価 

（百万円） 

貸借対照表計
上額 
（百万円） 

差額 

（百万円） 

取得原価 

（百万円） 

貸借対照表計
上額 
（百万円） 

差額 

（百万円） 

貸借対照表計

上額が取得原

価を超えるも

の 

公社債 60,710 63,598 2,888 29,719 32,858 3,138 

株式 47,320 84,341 37,021 51,470 126,212 74,742 

外国証券 59,903 62,220 2,317 43,925 45,027 1,101 

その他 13,180 13,890 709 7,883 10,152 2,268 

小計 181,114 224,051 42,937 132,998 214,249 81,250 

貸借対照表計

上額が取得原

価を超えない

もの 

公社債 7,960 7,629 △331 40,950 40,299 △650 

株式 6,208 5,678 △530 1,810 1,678 △132 

外国証券 22,190 20,789 △1,400 28,410 27,763 △646 

その他 10,359 10,151 △207 14,823 14,633 △190 

小計 46,719 44,249 △2,469 85,995 84,375 △1,620 

合計 227,833 268,300 40,467 218,993 298,624 79,630 

第98期 
（平成17年３月31日現在） 

第99期 
（平成18年３月31日現在） 

１．その他有価証券のうち時価のあるものについて  

９百万円減損処理を行っております。 

なお、当該有価証券の減損にあたっては、時価の帳

簿価額に対する下落率が30％以上であるものにつき

減損処理を行っております。 

１．その他有価証券のうち時価のあるものについて  

81百万円減損処理を行っております。 

なお、当該有価証券の減損にあたっては、時価の帳

簿価額に対する下落率が30％以上であるものにつき

減損処理を行っております。 

２．「取得原価」欄には減損処理後の帳簿価額を記載し

ております。 

２．          同左 



５ 前期および当期中に売却したその他有価証券 

６ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額 

７ その他有価証券のうち満期があるものの償還予定額 

 （注） 

種類 

第98期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第99期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

売却額 

（百万円） 

売却益の合
計額 
（百万円） 

売却損の合
計額 
（百万円） 

売却額 

（百万円） 

売却益の合
計額 
（百万円） 

売却損の合
計額 
（百万円） 

その他有価証券 61,716 2,364 1,142 71,265 4,237 1,038 

第98期（平成17年３月31日現在） 第99期（平成18年３月31日現在） 

(1）満期保有目的の債券 (1）満期保有目的の債券 

 該当ありません。  該当ありません。 

(2）子会社株式及び関連会社株式 (2）子会社株式及び関連会社株式 

株式 

（非上場の国内株式） 

83 百万円

外国証券 

（非上場の外国株式） 

     3,500百万円

株式 

（非上場の国内株式） 

83百万円

外国証券 

（非上場の外国株式） 

       3,500百万円

(3）その他有価証券 (3）その他有価証券 

株式 

（非上場の国内株式） 

     3,859百万円

外国証券 

（非上場の外国株式） 

   500百万円

買入金銭債権 

（コマーシャルペーパー） 

     3,999百万円

その他    716百万円

株式 

（非上場の国内株式） 

      4,543百万円

買入金銭債権 

（コマーシャルペーパー） 

   999百万円

その他 918百万円

種類 

第98期（平成17年３月31日現在） 第99期（平成18年３月31日現在） 

１年以内 

（百万円） 

１年超５年
以内 
（百万円） 

５年超10年
以内 
（百万円） 

10年超 

（百万円） 

１年以内 

（百万円） 

１年超５年
以内 
（百万円） 

５年超10年
以内 
（百万円） 

10年超 

（百万円） 

国債 6,130 1,072 1,018 12,360 17 5,999 4,339 10,738 

地方債 169 1,255 30 － 559 531 16 － 

社債 7,094 26,867 6,897 8,331 12,266 25,136 5,557 7,993 

外国証券 8,724 32,362 31,489 3,193 1,928 52,741 10,267 4,570 

その他 4,618 1,696 4,941 － 1,025 2,498 4,588 － 

合計 26,735 63,253 44,378 23,885 15,798 86,908 24,768 23,302 

第98期（平成17年３月31日現在） 第99期（平成18年３月31日現在） 

 貸借対照表において買入金銭債権として処理されてい

るコマーシャルペーパーを「その他」に含めておりま

す。 

同左 



（金銭の信託関係） 

１ 運用目的の金銭の信託 

 前期および当期のいずれにおいても該当事項はありません。 

２ 満期保有目的の金銭の信託 

 前期および当期のいずれにおいても該当事項はありません。 

３ 運用目的、満期保有目的以外の金銭の信託 

 前期および当期のいずれにおいても該当事項はありません。 

金銭の信託 



（デリバティブ取引関係） 

１ 取引の状況に関する事項 

第98期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第99期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(1）取引の内容・取引に対する取組方針・取引の利用目

的 

 当社は、公社債の投資に係る将来の金利変動による

リスクを軽減する目的で、債券オプション取引を行っ

ているほか、外貨建有価証券の投資に係る将来の為替

変動によるリスクを軽減する目的で先物為替予約・通

貨オプション取引及び通貨スワップ取引を、また株式

投資に係る将来の価格変動によるリスクを軽減する目

的で、株式オプション取引を行っております。 

 当社では、取引の方針として、主として将来の金

利・為替・価格の変動によるリスクを軽減するために

デリバティブ取引を活用することとし、投機を目的と

した取引及びレバレッジ効果の高いハイリスクな取引

は行わないこととしております。 

 上記のようなヘッジを目的とするデリバティブ取引

以外に、一定のリスクの範囲内で運用収益を獲得する

等の目的で行う為替予約取引、通貨オプション取引、

債券オプション取引、株式オプション取引およびクレ

ジットデリバティブ取引があります。 

(1）取引の内容・取引に対する取組方針・取引の利用目

的 

  当社は、公社債の投資に係る将来の金利変動による

リスクを軽減する目的で、債券オプション取引を行っ

ているほか、外貨建有価証券の投資に係る将来の為替

変動によるリスクを軽減する目的で先物為替予約・通

貨オプション取引を、また株式投資に係る将来の価格

変動によるリスクを軽減する目的で、株式オプション

取引を行っております。 

  当社では、取引の方針として、主として将来の金

利・為替・価格の変動によるリスクを軽減するために

デリバティブ取引を活用することとし、投機を目的と

した取引及びレバレッジ効果の高いハイリスクな取引

は行わないこととしております。   

  上記のようなヘッジを目的とするデリバティブ取引

以外に、一定のリスクの範囲内で運用収益を獲得する

等の目的で行う為替予約取引、通貨オプション取引、

債券オプション取引、株式オプション取引及びクレジ

ットデリバティブ取引があります。 

  

(2）取引に係るリスクの内容 

 デリバティブ取引は、市場リスク及び信用リスク等

を内包しております。 

 市場リスクは、取引対象物の将来の市場価格（為

替・金利・株価等）の変動とボラティリティー（予想

相場変動率）等の将来の変動によって損失を被る可能

性であります。 

 信用リスクは、取引の相手方が倒産等により当初の

契約どおりに取引を履行できなくなった場合に損失を

被る可能性であります。当社は、取引先について、資

産規模・決算状況及び格付等を吟味し慎重に選定して

おり、信用リスクは極めて小さいものと判断しており

ます。 

 なお、クレジットデリバティブ取引は取引対象物の

信用リスクを有しております。 

(2）取引に係るリスクの内容 

同左  

  

  

  

   

  

 



第98期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第99期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(3）取引に係るリスク管理体制 

 当社のデリバティブ取引に係るリスク管理は、経営

上多額な損失を被ることがないように、市場リスクに

晒されている資産に対し、そのリスク軽減のため適切

かつ効果的にデリバティブ取引が利用されているか、

また、取引限度を超えた単独の取引が存在していない

か、等の点検に重点を置いて行っております。 

 デリバティブ取引の利用にあたっては、取引担当セ

クションと業務管理セクションを分離し相互牽制を行

うとともに、取引量に応じた決裁権限規程及び資産運

用規程等を定め、当該規程に基づき取引を行っており

ます。 

 デリバティブ取引の総量・リスク状況・含み損益の

状況及びリスク軽減効果の状況については、定期的

に、当社の金融リスク管理を担当しているリスク管理

委員会及び取締役会に報告しております。 

(3）取引に係るリスク管理体制 

同左 



２ 取引の時価等に関する事項 

 以下の表における「契約額等」は、あくまでもデリバティブ取引における名目的な契約額又は計算上の想定

元本であり、当該金額自体は、デリバティブ取引に係る市場リスク又は、信用リスクを表すものではありませ

ん。当社では、デリバティブ取引を主として現物資産のかかえる市場リスク（価格変動）を減殺するための補

完手段として活用しております。従って、デリバティブ取引単独の「評価損益」だけでなく、現物資産の価格

変動と合わせてデリバティブ取引の効果を判断する必要があります。 

 

(1）通貨関連 

 （注）１ 時価の算定方法 

為替予約取引…先物為替相場によっております。 

２ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、記載対象から除いております。 

(2）金利関連 

 前期および当期のいずれにおいても該当事項はありません。 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

区分 種類 

第98期（平成17年３月31日現在） 第99期（平成18年３月31日現在） 

契約額等 

（百万円） 

契約額等
のうち１
年超 
（百万円） 

時価 

（百万円） 

評価損益 

（百万円） 

契約額等 

（百万円） 

契約額等
のうち１
年超 
（百万円） 

時価 

（百万円） 

評価損益 

（百万円） 

市場取

引以外

の取引 

為替予約取引         

売建         

米ドル 2,104 － 2,140 △36 － － － － 

ユーロ 2,364 － 2,355 9 1,397 － 1,425 △28 

買建         

米ドル 2,616 － 2,676 59 － － － － 

ユーロ 699 － 692 △6 － － － － 

豪ドル 409 － 411 1 － － － － 

合計 8,194 － 8,276 27 1,397 － 1,425 △28 



(3）株式関連 

（注）１．時価の算定方法  

株式オプション取引…株式オプション契約を締結している取引金融機関から提示された価格によっておりま

す。 

２．オプション取引については、契約額の下に（ ）で契約時のオプション料を示しております。 

(4）債券関連 

 前期および当期のいずれにおいても該当事項はありません。 

(5）その他 

 （注） 時価の算定方法 

クレジットデリバティブ取引…クレジットデリバティブ契約を締結している取引金融機関から提示された価格

によっております。 

区分 種類 

第98期（平成17年３月31日現在） 第99期（平成18年３月31日現在） 

契約額等 

（百万円） 

契約額等
のうち１
年超 
（百万円）

時価 

（百万円）

評価損益 

（百万円）

契約額等 

（百万円）

契約額等
のうち１
年超 
（百万円） 

時価 

（百万円） 

評価損益 

（百万円）

市場取

引以外

の取引 

株式オプション取引         

売建         

プット 
300 300   300 －   

(54) (54) 37 17 (54) (－) 0 54 

買建         

コール 
300 300   300 －   

(32) (32) 28 △3 (32) (－) 118 85 

合    計 600 600 66 13 600 － 118 140 

区分 種類 

第98期（平成17年３月31日現在） 第99期（平成18年３月31日現在） 

契約額等 

（百万円） 

契約額等
のうち１
年超 
（百万円） 

時価 

（百万円） 

評価損益 

（百万円） 

契約額等 

（百万円） 

契約額等
のうち１
年超 
（百万円） 

時価 

（百万円） 

評価損益 

（百万円） 

市場取

引以外

の取引 

クレジットデリバテ

ィブ取引 
        

売建 3,000 3,000 32 32 3,300 1,300 15 15 

合計 3,000 3,000 32 32 3,300 1,300 15 15 



（退職給付関係） 

第98期 第99期 

１ 採用している退職給付制度の概要 １ 採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定給付型の制度として適格退職年金制

度、退職一時金制度及び自社年金制度を設けており

ます。 

また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う

場合があります。 

なお、退職給付信託を設定しております。 

同左 

２ 退職給付債務に関する事項 ２ 退職給付債務に関する事項 

（平成17年３月31日現在） （平成18年３月31日現在） 

（単位：百万円） （単位：百万円） 

イ 退職給付債務 △22,073

ロ 年金資産 9,082

ハ 退職給付信託 12,641

ニ 未積立退職給付債務（イ＋ロ＋ハ） △349

ホ 未認識数理計算上の差異 1,754

ヘ 未認識過去勤務債務 △1,103

ト 貸借対照表計上額純額 

（ニ＋ホ＋ヘ） 
301

チ 前払年金費用 2,354

リ 退職給付引当金（ト－チ） △2,052

イ 退職給付債務 △22,247

ロ 年金資産 10,092

ハ 退職給付信託 18,757

ニ 未積立退職給付債務（イ＋ロ＋ハ） 6,603

ホ 未認識数理計算上の差異 △4,932

ヘ 未認識過去勤務債務 △974

ト 貸借対照表計上額純額 

（ニ＋ホ＋ヘ） 
696

チ 前払年金費用 2,738

リ 退職給付引当金（ト－チ） △2,041

３ 退職給付費用に関する事項 ３ 退職給付費用に関する事項 

（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） （自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

（単位：百万円） （単位：百万円） 

イ 勤務費用 706

ロ 利息費用 461

ハ 期待運用収益 △170

ニ 会計基準変更時差異の費用処理額 1,320

ホ 数理計算上の差異の費用処理額 392

ヘ 過去勤務債務の費用処理額 △129

ト 退職給付費用 

（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） 
2,580

イ 勤務費用 693

ロ 利息費用 441

ハ 期待運用収益 △181

ニ 数理計算上の差異の費用処理額 277

ホ 過去勤務債務の費用処理額 △129

ヘ 退職給付費用 

（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ） 
1,101

 



（税効果会計関係） 

第98期 第99期 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 ４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

イ 退職給付見込額の 

期間配分方法 

期間定額基準 

ロ 割引率 2.0％ 

ハ 期待運用収益率 2.0％ 

ニ 過去勤務債務の額 

の処理年数 

12年（発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内

の一定の年数による

定額法によっており

ます。） 

ホ 数理計算上の差異 

の処理年数 

12年（各期の発生時におけ

る従業員の平均残存

勤務期間以内の一定

の年数による定額法

により翌期から費用

処理することとして

おります。） 

ヘ 会計基準変更時差 

異の処理年数 

５年 

イ 退職給付見込額の 

期間配分方法 

期間定額基準 

ロ 割引率 2.0％ 

ハ 期待運用収益率 2.0％ 

ニ 過去勤務債務の額 

の処理年数 

12年（発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内

の一定の年数による

定額法によっており

ます。） 

ホ 数理計算上の差異 

の処理年数 

12年（各期の発生時におけ

る従業員の平均残存

勤務期間以内の一定

の年数による定額法

により翌期から費用

処理することとして

おります。） 

第98期 
（平成17年３月31日現在） 

第99期 
（平成18年３月31日現在） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（単位：百万円） （単位：百万円） 

繰延税金資産  

責任準備金 27,122

退職給付引当金 4,011

ソフトウェア 1,044

価格変動準備金 1,041

有価証券評価損 1,527

その他 1,384

繰延税金資産小計 36,132

評価性引当額 △280

繰延税金資産合計 35,852

  

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 14,649

その他 2,156

繰延税金負債合計 16,805

繰延税金資産の純額 19,047

繰延税金資産  

責任準備金 27,282

退職給付引当金 3,971

ソフトウェア 1,170

価格変動準備金 1,184

有価証券評価損 1,259

その他 1,747

繰延税金資産小計 36,615

評価性引当額 △427

繰延税金資産合計 36,188

  

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 28,826

その他 2,136

繰延税金負債合計 30,963

繰延税金資産の純額 5,225

 



（持分法損益等） 

第98期（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 該当事項はありません。 

第99期（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 該当事項はありません。 

（関連当事者との取引） 

第98期（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 関連当事者との取引について、記載すべき重要な事項はありません。 

第99期（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 関連当事者との取引について、記載すべき重要な事項はありません。  

（１株当たり情報） 

第98期 
（平成17年３月31日現在） 

第99期 
（平成18年３月31日現在） 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

（単位：％）

法定実効税率 36.2 

（調整）  

評価性引当額 5.7 

受取配当金等の益金不算入額 △4.4 

交際費等の損金不算入額 5.1 

住民税均等割等 2.8 

その他 △1.4 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.0 

（単位：％）

法定実効税率 36.2 

（調整）  

評価性引当額 3.1 

受取配当金等の益金不算入額 △6.1 

交際費等の損金不算入額 3.4 

住民税均等割等 2.7 

その他 △0.9 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 38.4 

第98期 第99期 

１株当たり純資産額 473.57円

１株当たり当期純利益 16.79円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 14.83円

１株当たり純資産額       592.31円

１株当たり当期純利益 15.64円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益      －円



 （注） １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。なお、第99期については、潜在株式がなくなったことから潜在株式調整後１株当たり当期純利益は表示し

ておりません。 

 
第98期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第99期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり当期純利益   

当期純利益（百万円） 2,659 2,943 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 2,659 2,943 

期中平均株式数（千株） 158,408 188,226 

    

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

当期純利益調整額（百万円） 46 － 

（うち支払利息(税額相当額控除後)）

（百万円） 
(46) (－) 

普通株式増加数（千株） 24,101 － 

（うち転換社債（千株）） (24,101) (－) 



（重要な後発事象） 

第98期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第99期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

          ──────  当社と株式会社ミレアホールディングスは、平成18年5

月19日に、平成18年9月30日付で、株式交換により、経営

統合することについて合意いたしました。これに伴い、当

社は平成18年9月30日付で株式会社ミレアホールディング

スの完全子会社となります。当該株式交換契約は、平成18

年6月28日開催の当社第99期定時株主総会において承認さ

れました。 

 （株式交換の目的） 

 当社および株式会社ミレアホールディングスの完全子会

社である東京海上日動火災保険株式会社は、平成15年3月

19日付で業務提携・資本提携契約を締結いたしました。こ

れ以降、資本提携については、東京海上日動火災保険株式

会社が平成17年2月23日付で当社の発行済株式総数の3分の

1程度を取得し（注）、業務提携については営業面におけ

る共同取り組みや商品・事務・インフラ面での共有化・共

同利用等を実施してまいりました。 

今般、両社の提携関係をさらに発展させ、ミレアグループ

における損害保険事業を一層強化するために、株式交換に

より、株式会社ミレアホールディングスと当社は経営統合

することといたしました。 

（注）平成18年4月3日付会社分割により、株式会社ミレア

ホールディングスが当社管理営業を東京海上日動火災海上

保険株式会社から継承したことに伴い、株式会社ミレアホ

ールディンスが当社の株式を継承したため、当社は現在ミ

レアホールディングスの直接の関連会社となっております

（会社分割時の議決権保有割合28.10%）。 

 （株式交換の方法および内容） 

 ①方法 

株式会社ミレアホールディングスを当社の完全親会

社、当社を株式会社ミレアホールディングスの完全子会

社とする株式交換を行います。  

 ②内容 

株式会社ミレアホールディングスは、平成18年9月29

日の最終の当社の株主名簿（実質株主名簿を含みま

す。）に記載又は記録された当社株主（ただし、株式会

社ミレアホールディングスを除きます。）が所有する株

式数の合計に0.126（注）を乗じた数の普通株式を交付

いたします（株券交付予定日：平成18年11月20日）。な

お、当社株式は株式会社ミレアホールディングスとの株

式交換により、平成18年9月26日に上場廃止となる予定

であります。 

（注）株式交換期日と同日に予定されている株式会社ミ

レアホールディングスの普通株式の株式分割（普通株式

１株を500株に分割）が実施されることを前提とした比

率であります。  

 ③効力発生日 

平成18年９月30日 



第98期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第99期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── （株式会社ミレアホールディングスの概要）  

              （平成18年３月31日現在）

 ①代表者    取締役社長  石原 邦夫 

 ②資本金    150,000百万円 

 ③住 所    東京都千代田区丸の内１－２－１ 

 ④主な事業内容 保険持株会社 

 ⑤営業収益及び当期純利益  

         営業収益   143,103百万円    

         当期純利益  138,457百万円 

 ⑥資産、負債及び資本の状況 

         資産合計  2,366,696百万円 

         負債合計    1,294百万円 

         資本合計  2,365,401百万円  



⑤【附属明細表】 

事業費明細表 

 （注）１ 金額は第99期損益計算書における損害調査費、営業費及び一般管理費並びに諸手数料及び集金費の合計額で

あります。 

２ その他物件費の主な内訳は、業務外注費、事務所共同管理費及び銀行振込手数料であります。 

３ 負担金は保険業法第265条の33の規定に基づく保険契約者保護機構負担金であります。 

区分 金額（百万円） 

損害調査費・営業費及び一般

管理費 

人件費 19,666 

給与 (15,355) 

賞与引当金繰入額 (685) 

退職金 (155) 

退職給付引当金繰入額 (1,101) 

厚生費 (2,368) 

物件費 14,344 

減価償却費 (1,699) 

土地建物機械賃借料 (1,531) 

営繕費 (509) 

旅費交通費 (702) 

通信費 (955) 

事務費 (1,636) 

広告費 (431) 

諸会費・寄附金・交際費 (1,088) 

その他物件費 (5,788) 

税金 1,779 

拠出金 1 

負担金 87 

計 35,879 

（損害調査費） (7,267) 

（営業費及び一般管理費） (28,611) 

諸手数料及び集金費 

代理店手数料等 25,069 

保険仲立人手数料 1 

募集費 431 

集金費 410 

受再保険手数料 423 

出再保険手数料 △962 

計 25,374 

事業費合計 61,253 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１ 借地権、電話加入権は、貸借対照表における「その他資産」中の「預託金」に計上しております。 

２ ソフトウェアは、貸借対照表における「その他資産」中の「その他の資産」に計上しております。 

３ 無形固定資産については、資産の総額の1％以下のため「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少

額」の記載を省略しております。 

４ 土地建物の当期減少額には、減損86百万円、不動産評価損44百万円を含んでおります。 

【社債明細表】 

 （注）（ ）内書きは、１年以内の償還予定額であります。 

【借入金等明細表】 

      前期および当期のいずれにおいても該当事項はありません。 

資産の種類 
前期末残高 

（百万円） 

当期増加額 

（百万円） 

当期減少額 

（百万円） 

当期末残高 

（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（百万円） 

当期償却額 

（百万円） 

差引当期末残
高 
（百万円） 

有形固定資産        

土地 21,032 － 362 20,670 － － 20,670 

建物 32,018 1,022 773 32,266 16,694 857 15,572 

動産 7,988 775 1,315 7,448 5,602 498 1,846 

建設仮勘定 － 762 762 － － － － 

有形固定資産計 61,040 2,559 3,213 60,386 22,297 1,355 38,088 

無形固定資産        

借地権 － － － 12 － － 12 

電話加入権 － － － 109 － － 109 

ソフトウェア － － － 1,701 1,646 344 55 

無形固定資産計 － － － 1,823 1,646 344 177 

長期前払費用 － － － － － － － 

繰延資産        

－ － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 

銘柄 発行年月日 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

利率（％） 担保 償還期限 

 第２回無担保転換社債  平成８年11月22日 
9,736 

(9,736)
－ 年0.75％    なし  平成18年3月31日

合計 － 
9,736 

(9,736)
－ － － － 



【資本金等明細表】 

 （注）１ 当期末における自己株式数は2,270,354株であります。 

２ 当期増加額は転換社債の株式転換によるものであります。 

（普通株式23,537,071株、資本金4,754百万円、資本準備金4,754百万円） 

３ 当期増加額は自己株式の処分によるものであります。 

４ 当期増加額及び当期減少額は、すべて前期決算の利益処分によるものであります。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（百万円）（注２） 15,635 4,754 － 20,389 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式（注１、２） （株） (189,159,475) (23,537,071) (－) (212,696,546) 

普通株式（注２） （百万円） 15,635 4,754 － 20,389 

計 （株） (189,159,475) (23,537,071) (－) (212,696,546) 

計 （百万円） 15,635 4,754 － 20,389 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

（資本準備金）      

株式払込剰余金 

 （注２） 
（百万円） 7,865 4,754 － 12,620 

（その他資本剰余金）      

自己株式処分差益 

 （注３） 
（百万円） 3,882 0 － 3,882 

計 （百万円） 11,747 4,754 － 16,502 

利益準備金及

び任意積立金 

（利益準備金） 

（注４） 
（百万円） 4,935 300 － 5,235 

（任意積立金）      

特別準備金（注４） （百万円） 19,840 500 － 20,340 

配当引当積立金 

（注４） 
（百万円） 5,700 300 － 6,000 

不動産圧縮積立金 

（注４） 
（百万円） 1,553 54 11 1,596 

不動産圧縮特別勘定

積立金 

（注４） 

（百万円） － 200 － 200 

計 （百万円） 32,028 1,354 11 33,372 



【引当金明細表】 

 （注）１ 貸倒引当金の一般貸倒引当金における当期減少額（その他）は、洗い替えによる取崩額であります。 

２ 貸倒引当金の個別貸倒引当金における当期減少額（その他）のうち、61百万円が回収による取崩額、391百

万円が洗い替えによる取崩額であります。 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金      

一般貸倒引当金 174 232 － 174 232 

個別貸倒引当金 674 413 220 453 413 

貸倒引当金計 848 646 220 628 646 

賞与引当金 658 685 658 － 685 

価格変動準備金 2,876 395 － － 3,272 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

 当事業年度（平成18年３月31日現在）における主な資産及び負債の内容は次のとおりであります。 

① 現金及び預貯金 

 内訳は次のとおりであります。 

② 買入金銭債権 

 内訳は次のとおりであります。 

③ 有価証券 

 有価証券の内訳及び異動明細は次のとおりであります。 

区分 期末残高（百万円） 

現金 153 

預貯金 52,220 

（郵便振替・郵便貯金） (729) 

（当座預金） (744) 

（普通預金） (37,486) 

（通知預金） (4,000) 

（定期預金） (7,960) 

（譲渡性預金） (1,300) 

計 52,373 

区分 期末残高（百万円） 

コマーシャルペーパー 999 

その他買入金銭債権 4,951 

計 5,950 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期評価益 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期評価損 
（百万円） 

評価差額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

国債 20,581 81,652 － 80,342 － △794 21,096 

地方債 1,455 0 － 306 － △41 1,107 

社債 49,191 15,370 － 14,375 － 767 50,954 

株式 93,962 4,379 － 3,858 84 38,117 132,516 

外国証券 87,010 36,618 － 46,876 － △461 76,290 

その他の証券 24,758 6,403 － 7,033 － 1,575 25,704 

計 276,959 144,424 － 152,793 84 39,163 307,669 



 有価証券中その主要部分を占める株式の内訳は次のとおりであります。 

 （注）１ 業種別区分は、証券取引所の業種分類に準じております。 

２ 陸運業は空運業を含んでおります。また、卸売業及び小売業は商業として、銀行業、保険業及びその他金融

業は金融保険業として記載しております。 

④ 貸付金 

ａ）貸付金担保別内訳 

 貸付金の担保別内訳は次のとおりであります。 

区分 株数（株) 
貸借対照表計上額 

金額（百万円) 構成比（％) 

金融保険業 36,964,603 41,023 30.96 

陸運業 20,336,919 12,856 9.70 

商業 11,315,286 12,403 9.36 

鉄鋼 22,573,601 10,596 8.00 

機械 13,549,020 8,934 6.74 

建設 9,450,548 7,280 5.49 

電気・ガス業 2,521,973 6,418 4.84 

輸送用機器 8,019,991 5,853 4.42 

食料品 6,206,057 5,234 3.95 

金属製品 3,914,091 4,898 3.70 

その他 21,772,031 17,016 12.84 

計 156,624,120 132,516 100.00 

区分 前期末残高（百万円） 構成比（％） 当期末残高（百万円） 構成比（％） 

担保貸付 6,145 13.03 7,543 11.67 

有価証券担保貸付 823 1.74 400 0.62 

不動産・動産・財団担保貸付 5,233 11.10 7,054 10.91 

  指名債権担保貸付 89 0.19 89 0.14 

保証貸付 6,864 14.55 7,579 11.72 

信用貸付 32,221 68.33 47,645 73.68 

その他 1,070 2.27 1,125 1.74 

一般貸付計 46,301 98.18 63,893 98.81 

約款貸付 856 1.82 772 1.19 

合計 

（うち劣後特約付貸付） 

47,158 

(7,000) 

100.00 

(14.84) 

64,666 

(6,000) 

100.00 

(9.28) 



ｂ）貸付金業種別内訳 

 貸付金の業種別内訳は次のとおりであります。 

 （注） 業種別区分は、日本標準産業分類の大分類に準じております。 

⑤ その他資産 

ａ）未収保険料・代理店貸 

 未収保険料は元受保険契約の保険料の未収入金で当社直扱のものを示し、代理店貸は元受保険契約の保険料

の未収入金で代理店扱のもの（ただし、代理店手数料を差引いた正味）を示しております。 

 平成18年３月31日現在における未収保険料及び代理店貸の種目別の残高は次のとおりであります。 

区分 前期末残高（百万円） 当期末残高（百万円） 
当期増減（△）額 
（百万円） 

農林・水産業 － － － 

鉱業 － － － 

建設業 1,022 3,721 2,699 

製造業 3,078 5,167 2,088 

卸・小売業 6,535 5,931 △603 

金融・保険業 17,541 15,827 △1,713 

不動産業 5,551 17,635 12,083 

情報通信業 － 500 500 

運輸業 6 － △6 

電気・ガス・水道・熱供給業 1,793 85 △1,708 

サービス業等 3,301 8,211 4,909 

その他 6,400 5,687 △712 

（うち個人住宅・消費者ローン） (5,811) (5,120) (△690) 

計 45,231 62,768 17,536 

公共団体 135 110 △24 

公社・公団 934 1,014 80 

約款貸付 856 772 △83 

合計 47,158 64,666 17,508 

区分 
火災 

（百万円） 

海上 

（百万円） 

傷害 

（百万円） 

自動車 

（百万円） 

自動車損害
賠償責任 
（百万円） 

その他 

（百万円） 

計 

（百万円) 

未収保険料 3 7 1 2 － 21 37 

代理店貸 1,970 53 957 5,493 － 466 8,940 

計 1,973 61 958 5,496 － 488 8,978 

 （注） 停滞期間 ＝ 
未収保険料（計）＋代理店貸（計） 

＝0.77か月 
月平均保険料（元受保険料－諸返戻金－代理店手数料）



ｂ）共同保険貸        390百万円 

 当社が共同保険契約の幹事会社として立替えて契約者に支払った保険金のうち、同業他社からの未回収額を

示す勘定であります。 

ｃ）再保険貸        6,037百万円 

 国内の同業他社からの受再保険に係る未収保険料（返戻金及び手数料差引）に再保険特約預け金を加え、こ

れに出再保険の再保険金未収残高を加算したものであります。 

ｄ）外国再保険貸      1,434百万円 

 外国所在の保険会社からの受再保険に係る未収保険料（返戻金及び手数料差引）に再保険特約預け金を加

え、これに外国出再保険の再保険金未収残高を加算したものであります。 

ｅ）地震保険預託金     8,988百万円 

 地震保険の受再保険料及び運用益を日本地震再保険株式会社に預託しているものであります。 

ｆ）仮払金         4,091百万円 

 勘定科目未定の支払金及び内払的性質の支払金を示す勘定で、その主なものは自動車保険及び自動車損害賠

償責任保険の保険金の一括払に係る支払分3,164百万円であります。 

⑥ 保険契約準備金 

ａ）支払備金        41,767百万円 

 当期末において既に発生した又は発生したと認められる損害につき、将来保険契約に基づきてん補するに必

要と認められる金額を保険業法第117条、同施行規則第72条及び第73条の規定に基づき積み立てたものであり

ます。 

ｂ）責任準備金      330,829百万円 

 将来発生することあるべき損害及び異常災害損失のてん補並びに将来支払期日が到来する払戻金及び返戻金

等の支払に充てるなど保険契約上の責任遂行のため、保険業法第116条、同施行規則第70条及び第71条の規定

に基づき積み立てたものであります。 

 当期末における支払備金及び責任準備金を主要な営業保険種目別に示すと次のとおりであります。 

区分 
支払備金 
（百万円） 

責任準備金 
（百万円） 

（うち異常危険準備金）
（百万円） 

計 
（百万円） 

火災 6,017 135,351 (23,514) 141,368 

海上 568 2,795 (2,492) 3,363 

傷害 2,911 84,278 (6,654) 87,189 

自動車 22,894 38,275 (12,940) 61,169 

自動車損害賠償責任 5,419 46,952 － 52,371 

その他 3,957 23,176 (8,481) 27,133 

計 41,767 330,829 (54,082) 372,597 



⑦ その他負債 

ａ）共同保険借          551百万円 

 当社幹事の共同保険で収入し、非幹事同業他社への未払の共同保険料であります。 

ｂ）再保険借           5,826百万円 

 国内の同業他社への出再保険に係る未払再保険料（返戻金及び手数料差引）に再保険特約預り金を加え、こ

れに受再保険の保険金未払残高を加算したものであります。 

ｃ）外国再保険借         870百万円 

 外国所在の保険会社への出再保険に係る未払再保険料（返戻金及び手数料差引）に再保険特約預り金を加

え、これに外国受再保険の保険金未払残高を加算したものであります。 

ｄ）仮受金            3,278百万円 

 勘定科目未定の受入金及び内入的性質の受入金を示す勘定で、その主なものは自動車損害賠償責任保険の先

日付契約保険料（次期以降に責任開始のもの）1,472百万円であります。 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

（注）平成18年６月28日開催の定時株主総会の決議により定款が変更され、会社の公告方法は次のとおりとなりまし  

   た。 

   当会社の公告方法は、電子公告とします。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告を 

   することができない場合は、東京都において発行する日本経済新聞に掲載します。 

   公告掲載の当社ホームページアドレス 

   http://www.nisshinfire.co.jp 

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ４月１日から４か月以内 

基準日 ３月31日 

株券の種類 1,000株券、10,000株券、1,000株未満株券 

中間配当基準日 なし 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 １枚につき 200円 

株券喪失登録に伴う手数料 
１．喪失登録    １件につき 10,000円 

２．喪失登録株券  １枚につき   500円 

単元未満株式の買取り・買増し  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

野村證券株式会社 全国本支店 

買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法（注） 東京都において発行する日本経済新聞 

株主に対する特典 なし 



第７【提出会社の参考情報】 

 １【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、親会社等はありません。  

 ２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第98期）（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）平成17年６月29日関東財務局長に提出。 

(2）半期報告書 

 （第99期中）（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）平成17年12月26日関東財務局長に提出。 

(3）臨時報告書 

 平成18年４月10日関東財務局長に提出。 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）に基づく臨時報告書であります。 

 平成18年５月29日関東財務局長に提出（２通）。 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号の２（株式交換に係る契約の締結）、第19条第２項第

９号（代表取締役の異動）に基づく臨時報告書であります。 

(4）自己株券買付状況報告書 

 平成17年４月12日関東財務局長に提出。 

 平成17年５月12日関東財務局長に提出。 

 平成17年６月６日関東財務局長に提出。 

 平成17年７月15日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年６月２９日

日新火災海上保険株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日新火災海上保険株

式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第９８期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、

キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日新火災海上保険株

式会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をす

べての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 吉 川 正 幸 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 道 丹 久 男 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２８日

日新火災海上保険株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日新火災海上保険株

式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第９９期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、

キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日新火災海上保険株

式会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をす

べての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

(1) 重要な後発事象に記載されているとおり、平成１８年６月２８日開催の株主総会において、株式会社ミレアホールディングス

との株式交換契約が承認された。 

(2) 会計方針の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用して財務諸表を作成し

ている。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 吉 川 正 幸 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 荒 川 進 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 道 丹 久 男 
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